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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（1）教育に関する目標

① 教育の成果に関する目標

聴覚・視覚障害を補償した教育を通じて，幅広く深い教養，高い公共性中
・倫理性及び総合的な判断力，生涯にわたって学習するための基本的素養期
を身につけさせるとともに，技術の高度化，専門化に柔軟に対応できる専目
門的知識・技術とその応用能力を育成し，各専門の分野において社会に参標
画・貢献できる専門職業人を養成する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【31】 【31】
○各年度の学生収容定員は別表 ○平成19年度の学生収容定員は別表のと

のとおりとする。 おりとする。

〔ＷＧでの検討の継続〕【32】 【32】
○教養教育の成果に関する具体 ○教養教育の成果に関する具体的目標の 産業技術学部，保健科学部では，それぞれ障害者高等教育研究支援センター障害者基礎

的目標の設定 設定 教育研究部の教員をメンバーに加えた「教育課程実施検討ＷＧ」を引き続き開催した。学
幅広く深い教養及び総合的 教育課程実施検討ＷＧ において 生のクラス編成，時間割等，教育課程の実施についての検討を継続し，３年次に進級する「 」 ，

な判断力，生涯にわたって学 教養教育科目，障害に関する科目，情 １期生の受入体制の整備に努めるとともに，１～３年次のカリキュラム及びシラバスの作
習し，社会人として活躍しう 報リテラシー科目，語学教育科目及び 成を行い，ホームページ等に掲載した。

「 」 「 」 ，る基本的素養を身に付けさせ 保健体育科目の授業内容・時間割等の 教育課程実施検討ＷＧ において 設置審 以降のカリキュラム改訂の方向性として
る。 検討を19年度も継続するとともに，結 類似科目の整理，非常勤担当科目の妥当性 「初年次教育」の充実，単位数の見直しなど，
また障害関係科目により障 果の整理・分析を行う。障害関係科目 を検討した。

害の理解・克服を促すととも については 障害の理解に関して，障,
に，障害補償演習や言語・情 害補償演習や情報リテラシー科目，語
報関係教育を通じて 情報化 学教育科目については，コミュニケー， ，
国際化の進展に対応できるコ ション・スキルの面からそれぞれ授業
ミュニケーション・スキルを 実施効果について整理・分析を行う。
高める。

〔ＷＧでの検討の継続 〔関連科目の連携〕【33】 【33】 〕
○専門教育の成果に関する具体 ○専門教育の成果に関する具体的な目標 引き続き，産業技術学部，保健科学部において，障害者高等教育研究支援センター障害

的な目標の設定 の設定 者基礎教育研究部の教員をメンバーに加え 「教育課程実施検討ＷＧ」を開催した。産業，
各専門分野の技術の高度 ・専門職業人としての実力を学生に身 技術学部と保健科学部の各学科及びコース別の専門教育系科目のカリキュラム，クラス編

化，専門化に柔軟に対応でき に付けさせるために 「教育課程実施 成，時間割等を主要な検討項目として作業を進めることにより，１～３年次授業科目の時，
る専門的知識・技術とその応 検討ＷＧ」において，専門基礎教育科 間割，シラバスを策定した。また，関連科目の担当者間で授業内容等の連携の検討を継続
用能力を育成するとともに， 目，専門教育科目のカリキュラム，授 実施し，特に３年次専門教育への移行に備えた。
社会に積極的に参画・貢献で 業内容，クラス編成，時間割等に関す
きる専門職業人を養成する。 る検討を引き続き行うとともに結果の

整理を行う。
・専門基礎教育科目と専門教育科目，
及び専門科目相互で連携の取れた授業
が展開できるよう，担当者間での検討
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を継続する。

〔インターンシップなど職業指導の充実〕【34】 【34】
○卒業後の進路等に関する具体 ○卒業後の進路等に関する具体的目標の 産業技術学部では，企業及びハローワークなどを訪問し，学部学生のインターンシッ

的目標の設定 設定 プ受入れ先の開拓及び企業に対する大学説明会を実施した。
産業技術学部では情報，シ ・企業及びハローワークへの訪問など 短期大学部視覚障害関係学科では，３年次の希望学生に対して就職相談・就職斡旋の便

ステム，デザイン関係，保健 を通し，学部学生に対するインターン 宜を図るためにハローワーク（公共職業安定所）への登録を行った。また，情報処理学
科学部では保健，情報関係の シップ及び企業人等による特別講義の 科では，３年次の特別実習として夏期休業中のインターンシップを実施した。
専門職業人・技術者としての 実施内容の充実に努め，開講に備える 主として就職委員会，各学科・専攻及び障害者高等教育研究支援センターの就職担当教
就職を確保するため，インタ とともに，学部学生と短期大学部学生 員による職業指導，公共職業安定所訪問などを継続し，職域の拡大，就職先の確保に
ーンシップなどを通して職業 に対する更なるインターンシップや就 努めた。

〔国家試験等の対策〕指導の充実を図るとともに， 職先の確保に努める。
産業界との連携に努める。ま ・視覚部（短期大学部鍼灸学科と理学 引き続き，短期大学部鍼灸学科では，３年次を対象とした国家試験対策としての補講を
た，国家試験など資格試験の 療法学科）における国家試験合格率を 年間通して行った。また，短期大学部理学療法学科では，全国規模の模擬試験（日本理
合格率を高い水準に維持す 高い水準に維持するための指導プログ 療科教員連盟模擬試験）を受験させ，その結果を学科会議に報告し，対策を検討した。
る。なお，学習意欲の高い学 ラムについて検討を継続実施し，より 19年度のあん摩マッサージ指圧師国家試験は100％，はり師，きゅう師試験はどちらも
生には大学院等への進学も奨 充実したものにする。また，情報処理 90.9%の合格率であった。
励する。 学科では情報処理関連の資格を受験す 短期大学部理学療法学科では国家試験模擬問題を作成し，３年次に対し，国家試験に対

る学生に対する個別指導を19年度も継 する自覚を促すために１回，臨床実習終了後に１回の補講を実施した。また既卒者の国
続して行う。 家試験不合格者に対して国試問題見直しの指導を行った。19年度の理学療法士国家試験
・理療科教員養成施設や大学院進学等 の合格率は，50.0%であった。
に関する情報を学生に提供できるよ 短期大学部情報処理学科では，情報処理関係の資格試験(情報処理技術者試験，システ
う，情報の収集を継続的に行うととも ムアドミニストレータ試験)を受験する学生に対して時間外に補講を行った。

〔大学編入等の進学奨励〕に，受験希望者には特別指導を19年度
も継続して行う。 短期大学部においては，早い時期に大学編入等進学の意欲のある学生，進学の可能性の

ある学生に対し，進学希望大学の検討，具体的な進学予定先での情報収集，それに基づ
く勉学指導等のきめ細かな指導を継続実施した。

〔学生による授業評価の実施〕【35】 【35】
○教育の成果・効果の検証に関 ○教育の成果・効果の検証に関する具体 産業技術学部では 「学生による授業評価 「若手教員の聾学校訪問」など，教員の教， 」

する具体的方策 的方策 授能力の向上及び授業改善を目的とするＦＤを実施した。
教員相互の授業評価や学生 ・学生による授業評価及び教員相互 保健科学部では 「学生による授業評価 「教員相互の授業公開 「ＦＤ」等を実施する， 」 」

による授業評価等の結果を活 の授業公開を18年度に引き続き実施 ため，各学科・専攻及び障害者高等教育研究支援センター（視覚障害系）から選出され
用し，教育指導等の改善に努 し，データを整理してその結果を担当 た教員で授業評価等委員会を設置し，それぞれ実施した 「学生による授業評価」を４年。
めるため評価委員会を設け， 教員にフィードバックする。また，教 制大学の１・２年次の授業科目について，１，２学期末に実施し，１学期の集計結果は
教育の成果や効果を検証し， 員の教授能力の向上及び授業改善を目 授業改善に供するため，担当教員にフィードバックした。19年度は，学生に対する質問
評価の内容を教員と学生にフ 的とするＦＤ ファカルティディベロ 項目の内容を検討し，若干の変更を加えて行った。また，教員相互の授業参観を４年制(
ィードバックすることにより ップメント を全学 学部 センター 大学の２学期（短大も２学期）に実施した。参観後にアンケート調査を行い，その結果) ， ， ，
授業の改善や就職・進路指導 または聴覚・視覚障害系の単位で計画 を通して教員相互の授業方法改善の資料とした。現在，結果の情報公開の方法について
の改善を図る。また教育成果 する。 検討中である。
の評価法に関する研究プロジ ・学期ごとの学科・専攻内の教員全員

〔定期的情報交換〕ェクトを立ち上げ，研究成果 での学生の学習状況や学習到達度，授
をまとめる。 業内容に関する情報交換のみならず， 産業技術学部では，学期ごとに学科内の教員全員での学生の学習状況や学習到達度，授

これらに関する産業技術学部，保健科 業内容に関する定期的な情報交換のみならず，障害者高等教育研究支援センターの教員
学部と障害者高等教育研究支援センタ との情報交換会を２回開催した。
ーとの間での情報の交換会の開催を継 保健科学部では引き続き，１年次の学年担当教員の構成については，各学科・専攻所属
続する。障害者高等教育研究支援セン の教員による担任に加え，障害者高等教育研究支援センター障害者基礎教育部門の教員
ター教員は産業技術学部における初年 が副担任として参加し，定期的（月１回程度）に学生の学習状況等について情報交換を
次担任，保健科学部における副担任と 行い，学生の教育・指導に役立てた。また，各学期末には各学科・専攻内で学生の学習
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して，学科専攻の担任との共同体制の 状況や学習到達度，授業内容及び期末試験結果に関する情報交換を行った。
， 。もとに 引き続き学生の指導にあたる
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（1）教育に関する目標

② 教育内容等に関する目標

筑波技術大学の理念を踏まえ，アドミッション・ポリシーを明確にし，
これに応じた学生の受け入れを図る。また，教育目的・目標に則して，教中
育課程を編成し，体系的な授業内容を提供し，教育課程や個々の授業の特期
性に合致した授業形態，学習指導法等を行うとともに，成績評価基準を明目
確にする。標

さらに，聴覚・視覚に障害を持つ社会人に再教育の場を提供する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

〔大学説明会等の開催〕【36】 【36】
○アドミッション・ポリシーに ○アドミッション・ポリシーに応じた入 産業技術学部では，聾学校，一般高校等を訪問し，各機関の希望に応じたミニ大学説明

応じた入学者選抜を実現する 学者選抜を実現するための具体的方策 会を開いた。また，障害児を持つ親の団体や高等学校の進路担当者，養護教諭等との連
， ， ， 。ための具体的方策 ・引き続き，聾学校，盲学校，一般高 絡を密にし ＰＲ活動を積極的に行うとともに これらの効果を検討し 改善に努めた

アドミッション・ポリシー 校，福祉協議会，ロービジョンクリニ 19年度も「大学説明会ＷＧ」を設置し，東京，名古屋，大阪及びつくばで本学主催の大
を策定し，適切かつ広範な広 ック等を訪問し，各機関の希望に応じ 学説明会を開催した。また,大学説明会参加者のアンケートの集計結果や反省会で出され
報活動を実施し，入学者募集 た大学説明会を開く。また，学生の保 た意見をまとめ，大学説明会の在り方や効果についての検討を行った。
基準や教育内容の周知を図 護者，障害児を持つ親の団体や高等学 保健科学部では，５月〜６月にかけて名古屋・静岡・新宿・岡山・仙台・宮崎での大学
る。また，入学資格や受け入 校の進路担当者，養護教諭等との連絡 ・短期大学進学ガイダンスに参加して受験相談・教育内容等の照会に応じた。７月に北
れ方針，障害の特性や自立意 を密にし，通常の学校で学ぶ聴覚・視 海道・九州・関西・つくば会場において本学主催の大学説明会を開催した（４会場で合
欲などの評価法及び基準の検 覚障害生徒の状況把握に努め，ＰＲ活 計61名の参加者 。また，８月には２度にわたるオープンキャンパスを開催（合計105名）
討を行い，社会人の受け入れ 動を積極的に行うとともに，これらの の参加者）し，受験生と関係者を対象とした模擬授業を開講した。つくば会場での大学
を含めて入学者選抜方法の改 効果を検討し，改善に努める。 説明会及びオープンキャンパスにおいては，障害者高等教育研究支援センター障害補償
善を検討する。さらに，研究 ・19年度も「大学説明会ＷＧ」を設置 教育室，附属図書館，体育館，学生寄宿舎，東西医学統合医療センターを公開した。な
生，科目等履修生の受け入れ し，北海道，東京，名古屋，関西，九 お，説明会等参加者全員に対して，教員による個別フォロー体制を設けて，受験情報の
の拡大を図る。 州及びつくばで本学主催の大学説明会 提供や相談対応等を継続して行った。

を開く他に，各地で開催される大学進 19年度に実施した大学説明会等の結果を分析し，改善点を検討した。20年度は，本学主
学ガイダンスに参加し，各学部，各学 催の大学説明会は北海道・九州及び関西の３カ所とし，本学での大学説明会をオープン
科・専攻の教育内容 教育成果の理解 キャンパスに組み入れ計３回のオープンキャンパス，また，５月上旬にプレ・オープン， ，
周知を図る。また 大学説明会参加者 キャンパスを開催し，体験学習あるいは進学相談・学内見学を行う方向で準備を開始し,
のアンケートの集計結果や反省会で出 た。

， ， ，された意見をまとめ，大学説明会の在 ４年制大学化に伴い 各種受験情報誌に広告を掲載するとともに 受験生確保のために
り方や効果についての検討を行う。 一般高校，盲学校（高等部 ，全国弱視学級，障害者関連センター協会，日本盲導犬総合）
・１，２年次学生に対し，入学試験成 センター，日本網膜色素変成症協会，医療関係（医科大学を含む ，学会関係，関係学校）
績と入学後の成績に関する追跡調査を ・施設・機関等へ大学紹介の電話連絡や直接訪問，資料・ＣＤの配布等の広報活動を行
実施することにより入学資格や受け入 った。また，本学の紹介及びＡＯ入試，個別学力試験に向けた受験生確保のため，朝日
れ方針，障害の特性や自立意欲などの 新聞のバナー広告に年間を通して掲載した。
評価法及び基準の検討のためのデータ 引き続き，保健科学部入試特別対策委員会（保健科学部と障害者高等教育研究支援セン
を整理する。 ター視覚障害系の教員及び視覚障害系支援課職員で構成）を開催し，受験生確保のため

の対策について検討した。情報システム学科を中心として，普通科高等学校の各県進路
指導協議会幹事校と連絡を密に保ち，普通科高等学校で学ぶ視覚障害学生の状況把握に
努めた。また，茨城県高校進路指導研究会に配布するパンフレットの作成を通してＰＲ
活動を行った。さらに，全国の盲学校に保健科学部の入学試験制度（センター試験の実
施と入学者選抜の変更点）を説明した。特に，入学希望学生が在籍する盲学校には学科
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スタッフが訪問し進路担当者との連絡を密にして，新制度入試の不安を払拭することに
努めた。保健科学部保健学科理学療法学専攻では，関連団体の機関誌への広告掲載を行
い，北海道視覚障害者連合会の機関誌に学校紹介文を掲載した。鍼灸学専攻では，北海
道及び東北地方の一般高校（進路指導部）に電話連絡を行い，大学案内と視覚障害生徒
の状況について問い合わせを行った。

〔入学試験制度の検討〕
産業技術学部では，２年次学生に対し，入学試験成績と入学後の成績に関する追跡調査

を実施し，全教員に公表するとともに，入学資格や受入れ方針，障害の特性や自立意欲
などの評価法及び基準の検討のためのデータを整理した。
保健科学部では，入学試験成績と入学後の成績に関する追跡調査を実施するため，各学

科・専攻及び障害者高等教育研究支援センター障害者基礎教育研究部の教員をメンバー
に入試成績追跡委員会を設置し，２年次学生の入学試験成績と入学後の成績のデータを
整理した。その結果を基に入学資格や受入れ方針，障害の特性や自立意欲などの評価法
及び基準の検討のためのデータを整理した。また，ＡＯ入試の試験科目の妥当性，ＡＯ
入試の選抜方法,推薦入試と一般入試の割合などについて各専攻・学科において再検討を
行い，改訂のための準備作業に入った。

〔研究生，科目等履修生の受け入れの拡大〕
， ， 。研究生 科目等履修生の出願要項を作成し 学内に掲示するとともにＷｅｂに掲載した

保健科学部保健学科鍼灸学専攻では，19年度に２名の研究生を受入れ，経絡経穴及びリ
ンパの流れに関する研究を行った。

〔教育課程編成の検討〕【37】 【37】
○教育理念等に応じた教育課程 ○教育理念等に応じた教育課程を編成 産業技術学部では，専門教育の基礎となる数学教育について,「数学教育連絡会」にお

を編成するための具体的方策 するための具体的方策 いて，専門基礎教育科目との内容調整，クラス編成の在り方等の検討を実施している。
教養教育，専門基礎教育， ・ 教育課程実施検討ＷＧ において また，学科ごとにコース制の在り方，学生に提示する履修モデル，専門教育科目の授業「 」 ，

専門教育を関連させ，一貫性 特に，1年次の教養教育系科目，専門 内容等について，個々の学生の適性や目標に応じた学習が進められるように選択性の拡
のある教育課程を編成する。 基礎教育科目の関連に関して，18，19 大を図れるよう検討をした。
特に，専門教育については， 年度の実施結果に基づき問題点等を整 保健科学部では，教養教育系科目，専門基礎科目及び専門科目に関する教育内容を関連
個々の学生の適性や目標に応 理・分析する。 させた有機的なカリキュラムの編成を行った。特に，１，２年次の教養教育科目，専門
じた学習プログラムに対応で ・専門教育の基礎となる数学の教育に 基礎科目に関しては 「学生による授業評価」を行い，その実施結果をまとめ，問題点を，
きるように，幾つかの専攻や ついては 「数学教育連絡会」におい 検討し次年度に反映させることとした。,

機能訓練指導員コース 履修モデルを作成し て，専門基礎教育科目との内容調整， また，保健科学部保健学科鍼灸学専攻では，鍼灸マッサージ師のための， ，
関連分野のコース設置の可能性を検討するため，全国から機能訓練指導員研修希望者を選択性を高める。また，教育 クラス編成の在り方等の検討を継続す

課程に関する学生の評価や定 る。 41 20 2募集し，計６回の講習会（14講座，32時間）を 名の研修希望者（定員 名）の中から
名の受講者を決定し，高度な研修内容を実施した。着状況等を踏まえて，その改 ・学科ごとにコース制の在り方，学生 4

善を図る。 に提示する履修モデル，専門教育科目 「教育課程実施検討ＷＧ」において，特に，教養教育系科目と専門基礎教育科目の関連
の授業内容等について，個々の学生の 性に関して，18，19年度の実施結果に基づき問題点等を整理・分析するための調査表の
適性や目標に応じた学習が進められる 項目を検討した。
ように選択性の拡大を図れるよう検討
を継続する。

〔基礎学力不足学生への対応〕【38】 【38】
○授業形態，学習指導法等に関 ○授業形態，学習指導法等に関する具体 産業技術学部では，実験，実習や講義と演習を関連づけ，実体験と理論を有機的に組み

する具体的方策 的方策 合わせて理解を深める授業の展開について，内容と方法の調整を，担当者間で引き続き
障害に配慮したきめ細かい ・基礎学力が不足している学生に対す 行うとともに，実施結果に関する検討と検討結果の整理を行った。

指導ができるように，ＴＡ導 る補習，個別指導，履修歴による指定 短期大学部では企業や官庁の最先端技術者や経営者が担当する授業を継続開講した。ま
入などを含め，能力別や少人 科目など17，18年度に関して実施した た，20年度から実施するインターンシップについては，実習プログラムの一層の充実を
数のクラス編成に必要な実施 結果の整理を行う。 図るための会議を開き，学部学生に対する新たな受け入れ先の開拓に努めた。
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体制を整える。また，他大学 ・引き続き，コンピュータ室の整備や 保健科学部保健学科の鍼灸学専攻，理学療法学専攻では，専門基礎科目の理解不足
との単位互換，留学の奨励， リテラシー教育の早期一斉教育の導入 の学生に対して補習，個別指導を継続して行い，専門教育への対応を図った。理学療
インターンシップなどによ により，学生に学内ＬＡＮの使用の奨 法学専攻では試験・口頭試問を繰り返し行い，学力の定着を図った。さらに，情
り，本学以外の教育資源の活 励を図るとともに，携帯電話や学内Ｌ 報システム学科では，アドバイザー制を敷いて，学生に対する個別指導を行った。
用を図る。 ＡＮの活用により，学生が自学自習で

〔学内ＬＡＮによる自学自習システム構築〕さらに，シラバスの内容を きるシステムとしての評価を行い，改
毎年見直すとともに，それぞ 良に努める。また，講義ノートの電子 産業技術学部では，オートロックの導入により，コンピュータ室がいつでも使えるよう
れの項目が授業の内容を適切 化を試行的に行い，作成基準や電子化 に整備し，学生に学内ＬＡＮの使用の奨励を図るとともに，携帯電話や学内ＬＡＮの活
に表しているかを検討する。 による教育効果を検討する。 用により，学生が自学自習できるシステムとしての評価を行い，改良に努めた。

・実験 実習や講義と演習を関連づけ 保健科学部では，教室，会議室などの共用スペースを中心として無線ＬＡＮのアクセス， ，
実体験と理論を有機的に組み合わせて ポイントを設置し，授業や会議などで活用している。また，一部の授業では講義内容を
理解を深める授業の展開について，内 Ｗｅｂ上に公開した。情報システム学科では，講義資料・演習等を学生宿舎からアクセ
容と方法の調整を，担当者間で引き続 ス可能なサーバに置くことにより，自学自習を促した。
き行うとともに，実施結果に関する検 18年度11月からチュータによる英語の個別指導を３名の学生に対して行った。指導を受
討と検討結果の整理を行う。 けた学生は，留年することなく進級できた。19年度は範囲を広げ，物理学（10時間 ，数）
・引き続き，短期大学部では企業や官 学（８時間）については，希望者を対象としたチュータによる集団指導，英語（のべ24

） 。庁の最先端技術者や経営者が担当する 時間 については受講を指定した学生の個別指導の形で低学力者に対する補習を行った
授業を継続開講する。インターンシッ 物理実験室（215室）をコンピュータ室として設備を整えるとともに，教室及び自習室
プについては，実習プログラムの一層 としても活用できるようにした。
の充実を図るとともに，学部学生と短
期大学部学生に対する新たな受け入れ
先の開拓に努める。

〔成績評価基準等の明確化・成績評価法の検討〕【39】 【39】
○適切な成績評価等の実施に関 ○適切な成績評価等の実施に関する具体 シラバスの内容の再検討を行うとともに，４年制大学分については，授業内容や評価方

する具体的方策 的方策 法・基準をより明確にした20年度シラバスの作成に取り組んだ。成績評価基準等に関し
すべての授業について明確 20年度のシラバスを作成する際に， ては，すでにシラバスに明記され，産業技術学部，保健科学部及び障害者高等教育研究

な成績評価基準を策定し，学 その授業の成績評価基準等を，18，19 支援センターとの間で成績評価に関する情報の交換を毎学期終了時に継続実施した。
生に公表する。 年度に引き続き明確に記述させるとと 統一性，一貫性についての方策の一つとして 「履修規程」の中で成績評価の基準である，

もに，統一性，一貫性，透明性のある 評語を作成し提示した。
成績評価を実施する方法についても継 保健科学部では，シラバスの内容の再検討を行うとともに，４年制大学化に伴い，授業
続検討する。また，引き続き，透明性 内容をより明確にしたシラバスの作成に取り組んだ。また，20年度のシラバスを作成す
についての方策の一つとして，各学科 る際，前年度に引き続き，様式に「成績評価方法」の欄を設け，その授業の成績評価基
等内のみならず，産業技術学部，保健 準等を明確に記述させるとともに，統一性，一貫性，透明性のある成績評価を実施する
科学部及び障害者高等教育研究支援セ 方法について検討した。さらに，20年度シラバスの作成に当たって 「学習到達目標」の，
ンターとの間で成績評価に関する情報 項目を新たに加え，学生が学習する到達目標を具体的に示した。また，１回目の講義に
の交換を毎学期終了時に行う。 おいてシラバスを用いたガイダンスを行うこととした。

理学療法学科では前年度に引き続き，学科の全学生に実施したアンケートにおける要望
により，実技試験に関する採点基準を事前に学生に提示明記するようにした。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（1）教育に関する目標

③ 教育の実施体制等に関する目標

教育目的・目標の実現を図るために，授業内容及び方法の改善に必要な中
教育体制及び教育支援体制を整え，授業担当教員を対象とした組織的な研期
修の推進を図る。目

また，授業評価の結果を教育の質の向上及び改善の取り組みに結びつけ標
る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

〔専門系と教養系の領域を超えた科目担当の実施〕【40】 【40】
○適切な教職員の配置等に関す ○適切な教職員の配置等に関する具体的 教育活動の検討においては，これまでの検討結果を活かし，教養教育系教員の専門基礎

る具体的方策 方策 教育科目や専門科目担当の拡大について検討を行い，特に情報科学系の専門科目を担当
専門教育系の教員も必要に 教育課程実施検討ＷＧ において するよう計画した。また，実施結果に基づき，専門教育系教員についても専門基礎教育「 」 ，

応じて教養教育を担当するな 教養教育系と専門教育系の科目の領域 を担当するに止まらず，総合教養科目などの教養教育系科目を担当することの検討を継
ど，教養教育系と専門教育系 を越えた科目担当を取り入れた教育課 続した。
の科目の領域を越えた科目担 程について，検討と整理を行う。 保健科学部では 専門基礎教育系教員及び専門教育系教員が １年次の総合教養科目 健， ， 「
当を実施する。 康と東洋医学 「人間の一生と病気 「老人と介護 「化学概論 「生物学概論」及び2年次」 」 」 」

「 」「 」「 」「 」 。大学の基本的な目標を達成 の専門基礎教育科目 生命科学 健康保健学 スポーツ医学 経験医術 を担当した
するための効果的な教員の配 また，学部の教務委員会において「設置審」以降のカリキュラム改訂の方向性として，
置，役割分担を検討する。 類似科目の整理，非常勤担当科目の妥当性，初年次教育の充実，単位数の見直しなどの

検討を開始した。

〔教育に必要な設備整備〕【41】 【41】
○教育に必要な設備，図書館， ○教育に必要な設備，図書館，情報ネッ 産業技術学部では 「既存施設の利用状況調査」の結果に基づき，設備・備品の適正な，

情報ネットワーク等の活用・ トワーク等の活用・整備の具体的方策 運用，卒業研究を含めた教育施設の確保に努め，教育に必要な施設などの適正な使用を
整備の具体的方策 ・ 既存施設の利用状況調査」結果に 担当者間で調整した。「
聴覚・視覚の障害を補償す 基づき，設備・備品の適正な運用，卒 保健科学部保健学科鍼灸学専攻では，新たに整備した手技鍼灸実習棟において，衛生面

る設備を充実するとともに， 業研究を含めた教育施設の確保に努 への工夫としてベット毎に備え付けた洗面台，煙に気兼ねなく灸実習や研究が行える個
自由にアクセスできる情報シ め，教育に必要な施設などの適正な使 室の設置，外部団体からの施術デモンストレーション依頼に備えての軽量折り畳み施術
ステムやインターネットを十 用を引き続き推進する。 台(ベッド)の導入などを行った。保健科学部保健学科理学療法学専攻では，教育用機器
分に活用できる学習環境を整 ・聴覚障害教育の領域においては，教 （スライドプロジェクタ，ビデオデッキ，ビデオ教材等）を購入整備した。
える。また，附属図書館にお 室，実習室等に設置された視覚情報提

〔聴覚障害学生への支援〕いては，図書全般の充実を図 示システムが有効に活用され，情報が
るとともに，聴覚・視覚障害 学生に確実に伝わるよう，講義ノート 産業技術学部では，電子メールによるレポート提出，インターネット教材の授業への導
関係の図書や教養教育のため の電子化を試行するなどにより視覚化 入，電子掲示板を利用した授業の展開等，各種メディアを効果的に活用した教育を進め
の図書の充実に努める。 した教材の充実を図る。 た。

・視覚障害教育の領域においては，学
〔視覚障害学生への支援〕習環境の整備のため，引き続き，附属

図書館や教室に設置してあるコンピュ 保健科学部の各学科及び障害者高等教育研究支援センターでは，ロービジョン学生への
ータの個別設定と障害補償システムの 支援に力を入れ，夜盲用の懐中電灯・拡大鏡・遮光レンズ等の学生への貸し出しを継続
効果的な利用方策について重点的に点 して実施した。
検し，必要に応じて，改良を行う。 保健科学部の授業で使用するコンピュータは，視覚障害学生でも容易にログイン可能
・聴覚障害系図書館においては，映像 なスマートカードによる認証を行っている。弱視学生に対しては２台の液晶モニタを設
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資料について 既存の資料も含め 置して，全画面表示と部分拡大表示を同時に，全盲学生に対してはピンディスプレイと， ，DVD
化，ハイビジョン高画質化を推進する 点図ディスプレイを設置して，点字と点図による支援を行っている。
上での問題解決について検討を進め

〔図書館の充実〕る。また，視覚障害系図書館において
は，録音資料のデジタル化の推進を検 聴覚障害系図書館においては，現在所蔵している字幕入りテープのオリジナル発行元に
討する。 対して，本学でのＤＶＤ複製許可について確認するため，発行元のリストアップ等の作
・また，図書の充実を図るため教職員 業を進めた。視覚障害系図書館においては，録音資料のデジタル化について，障害者高
からの寄贈を継続実施する。 等教育研究支援センターとの連携を図り，デジタル化を開始することとなった。
・引き続き，全学的に電子メールによ 所蔵図書の充実を図る方策の一つとして，昨年度に引き続き，教員に対して教養及び専
るレポート提出，インターネット教材 門図書等の寄贈依頼の文書を配布した。
の授業への導入，電子掲示板を利用し 本学の今後の学年進行，また，大学院や理療科教員養成課程の設置等を視野に入れ，教
た授業の展開等，各種メディアを効果 育支援，研究支援，情報発信を３本柱にした図書館の将来構想をたて，計画的に取り組
的に活用した教育を進める。 んで行く必要があることから，学生及び教員に対して図書館利用に関するアンケートを

， ，「 」 。実施し アンケート結果などを参考に 附属図書館マスタープラン の作成を開始した

〔各種メディアを効果的に利用した教育〕
聴覚障害系の教育においては，教室，実習室等に設置された視覚情報提示システムが有

効に活用されている。情報が学生に確実に伝わるよう，設備の改善及び更新を図った。
保健科学部では引き続き，１年次の教養教育系科目（情報基礎I，同演習I）において，

電子メールの使用方法，ワープロソフトによる報告書作成などのリテラシー教育を行う
ことを継続し，学生に対し早期に情報ネットワークを利用できるスキルを身につけさせ
た。保健科学部保健学科理学療法学専攻では，生活環境論やその他の授業において，授

， ，業改善の一環として コンピュータ及びインターネットを利用した授業を増加させたが
， 。 ，引き続き その運用や授業展開などについて改善を図っている 情報システム学科では

教育用コンピュータシステム(スマートカードによる認証，部分拡大表示，ピンディスプ
レイ，点図ディスプレイ，視覚障害者グラフィックス配信システム等)の運用を継続し，
授業展開などについて改善を図った。

〔教育業績の評価基準の検討〕【42】 【42】
○教育活動の評価及び評価結果 ○教育活動の評価及び評価結果を質の改 20年度の本格実施を目標として，産業技術学部と保健科学部においては，学部長，学科

を質の改善につなげるための 善につなげるための具体的方策 ・専攻長及び各学科・専攻より選出された教員から構成される「研究プロジェクト」を
具体的方策 評価委員会の各部局委員等で立ち上 継続開催し，教員の個人評価を進めるための基本的な考え方，評価項目，基準，手続き
評価委員会による評価結果 げた「教育成果・教育研究活動の評価 などを引き続き検討した。

を予算配分，昇格人事等に活 研究プロジェクト」による部局単位の 産業技術学部では，評価委員会の委員等で立ち上げた教育・研究の評価に関する「研究
」 「 」 ，用する。 報告書に基づき，教員に対する教育の プロジェクトＷＧ による 個人評価評点表 に基づいたプログラムシステムを作成し

成果や効果の検証を試行的に行い，評 ９月にＷＧのメンバーによる試行を行い，11月には全教員で試行を実施した。
価の内容を教員等にフィードバックす また，保健科学部では昨年度全教員に行った個人評価のアンケート調査をまとめ，全学
る。 的な業績評価に関する基本項目の検討資料を作成した さらに これらの資料を基に 個。 ， 「

人評価評点表」を作成し，学部教員19名に自己評価を依頼し，評価項目の妥当性を確認
するモニター調査を行った。
障害者高等教育研究支援センターでは，昨年に引き続き教員評価ＷＧを組織し，独自に

作成した教員評価を実施した。支援センター教員全員の回答結果の分析作業を行った。
引き続き評価委員会ＷＧとの連携において新たな評価項目等の作成作業を進めた。

〔障害補償システムの開発成果等〕【43】 【43】
○教材，学習指導法等に関する ○教材，学習指導法等に関する研究開発 産業技術学部では，最新の情報技術及びメディア関連技術を応用した教育機器・教材

研究開発及びＦＤに関する具 及びＦＤに関する具体的方策 の活用方法の開発や障害補償システムの開発等を積極的に進めた。
体的方策 ・引き続き，最新の情報技術及びメデ また，教養教育系科目や専門教育系科目の18，19年度授業の実施結果に関する検討と検
障害を補償した効果的な指 ィア関連技術を応用した教育機器・教 討結果の整理を行い，教科書や資料作りのための基礎資料を継続収集した。

導方法の改善・開発をさらに 材の活用方法の開発や障害補償システ 保健科学部及び障害者高等教育研究支援センターでは，前年度に引き続き共同で「授
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推進するとともに，教材，学 ムの開発等を積極的に進め，その成果 業に関する学習資料を学生個人あるいは教員の希望に応じて即時的に提供する支援事
習指導法，障害の理解，コミ を授業ＦＤで取り上げる。また，各障 業」を継続的に行い，視覚障害学生の学習支援体制の充実を図った。
ュニケーション・情報保障の 害の特性に配慮した授業展開の進め方 また，特別教育研究経費により，現在以下のようなシステム開発を進めている。
スキル（手話，点字，保障機 や手話実技，点字教材等についてのＦ ・プリンタ用点字・点図の作成，印刷ソフトウエアの改良
器使用等）等に関する全学的 Ｄも合わせて実施する。 ・点訳・音訳支援ツールの開発
なＦＤを定期的に実施する。 ・教養教育系科目や専門教育科目の1 ・手書き板書システムの開発
また，新任教員に対して，障 8，19年度授業の実施結果に関する検

〔ＦＤ等の実施〕害の理 討と検討結果の整理を行い，教科書や
解や効果的な指導法に関す 資料作りのための基礎資料を継続収集 平成20年度から義務化されるＦＤの充実を図るため，副学長を室長とした「ＦＤ・ＳＤ

る研修を実施する。 する。 企画室」を設置し，下記のＦＤ・ＳＤ実施に関する方針決定や企画を行った。
・引き続き，手話実技研修の充実を図 ○ ＦＤ・ＳＤガイドブックの作成
るとともに，点字実技研修への協力や ・平成20年度作成に向け，編集方針（対象者，章立て，項立て）を決定。
新任教員を対象とした視覚障害者用教 ○ 講演会実施
材に関するオリエンテーション・点字 ・第１回「我が国の教員養成の課題について」
基礎講習を開催する。 ・第２回「私の考える筑波技術大学の教職員に求められる資質について」

○ 各種研修会・フォーラム等への参加
○ ＦＤネットワーク“つばさ”への加盟

（ ， ） （ ） ，・東日本地域 北海道 東北及び関東 の大学など34高等教育機関 大学等 が連携し
教員の資質向上を図る組織「ＦＤネットワーク“つばさ （事務局：山形大学）に加”」
盟した。
春日キャンパス第１回ＦＤとして「春日地区海外報告」を開催した。１）ラオス・カン

ボジアAMIN講習会報告，２）長春・北京学生研修報告，３）アメリカ学生研修報告につ
いて教員と学生から発表を行った。
春日キャンパス第２回ＦＤとして，国際視覚障害者教育協議会(ICEVI)会長のラリー・

。 （ ）キャンベル氏講演会を開催した キャンベル氏の所属するOverbrook盲学校 国際事業部
と日本財団が2000年から取り組んでいる東南アジア視覚障害者への技術支援事業(ON-NE
T)を通して見たアジアの視覚障害者支援事業の問題点などについての講演を行った。
保健科学部，障害者高等教育研究支援センターで研修中の韓国障害者雇用促進公団の代

表者による「韓国障害者就労の実情と韓国障害者雇用促進公団の活動について」と題し
ての講演会を春日キャンパス第４回ＦＤとして開催した。視覚障害者の新しい職域とし
て注目されるテレマーケティング(コールセンター)要員育成状況なども紹介され，韓国
の障害者の雇用状況などについて活発な意見交換が行われた。さらに，韓国障害者雇用
促進公団の４名による「筑波技術大学研修の成果」を春日キャンパス第５回ＦＤとして
開催し，ＦＤ終了後には研修修了証書を授与した。
〔手話・点字等の実技研修〕
春日キャンパスでは，点字実技研修講習会を障害者高等教育研究支援センター視覚障害

系が主体となり，新任教職員に対して実施した。
天久保キャンパスでは，障害者高等教育研究支援センター聴覚障害系が主体となり，職

員を対象に手話実技講習会を実施した。
障害者高等教育研究支援センター障害者支援研究部（聴覚障害系）では，非常勤講師

及び新任教員を主な対象としたＤＶＤ教材を作成し，授業実施上のコミュニケーション
面での教育的工夫について解説するとともに，天久保キャンパス全教員に対して配布し
た。
障害者高等教育研究支援センター視覚障害者系の「高等教育のための学内外視覚障害者

アクセシビリティー向上支援事業」として16タイトルの情報関係図書と６タイトルの鍼
灸・基礎医学関係図書の点訳を学外の点訳グループ等に依頼し，完成した。その間，点
訳に関する問い合わせに対応する体制を学内に整備した（特別教育研究経費 。）
さらに，鍼灸・基礎医学関係図書５タイトルの録音（ＤＡＩＳＹ）図書化を学外の音訳

グループに依頼し，完成した。その間，音訳上の問い合わせに対応するための体制を学
内に整備した。また，完成した録音図書を視覚障害者等に無償頒布できるようにするた
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め，著作権使用許諾を出版社並びに著者から取得した。

〔インターンシップの実施〕【44】 【44】
○全国共同教育，学内共同教育 ○全国共同教育，学内共同教育等に関す 産業技術学部では，３年次にインターンシップが開始されるため，各学科で実習プログ

等に関する具体的方策 る具体的方策 ラムの一層の充実を目指して検討会を開き，新たな受入れ先等の開拓に努めた。
インターンシップ，放送大 ・インターンシップについては，実習 保健科学部の各学科においては，授業科目として特別実習(インターンシップ)及び企

学や他大学との単位互換，学 プログラムの一層の充実が図れるよう 業人や卒業生による特別講義を継続して実施した。また，これらの実習を通して新たな
外（海外を含む）とのリアル に，引き続き，新たな受け入れ先の開 受入れ先の開拓に努めた。

〔他大学等との共同授業等〕タイムの双方向学習を推進す 拓に努める。
る。 ・放送大学科目については，実施結果 放送大学との単位互換を進めるため，一般教育科目(選択)として短期大学部では 「人，

に関する検討と検討結果の整理を行 間科学の可能性 「生命と人生の倫理 「人間科学の可能性 「心理学初歩」を開設し」， 」， 」，
う。 た。また，４年制大学の放送大学科目として昨年度に引き続き，総合教養科目として産

「 」，「 」， 「 」，業技術学部では 心理学入門 国際経営論 保健科学部では 生命と人生の倫理'05
「21世紀の社会学'05」の各２科目を開設した。

〔授業評価を通しての教育効果の検証〕【45】 【45】
， ， 。○学部等の教育実施体制等に関 ○学部等の教育実施体制等に関する特記 引き続き 学生による授業評価を実施し それを有効に使って教育効果の検証を行った

する特記事項 事項 保健科学部の各学科・専攻及び障害者高等教育研究支援センターでは，授業評価等委員
聴覚・視覚障害者の学習能 ・引き続き，学生による授業評価を実 会において「ＦＤ企画 「授業公開推進 ，そして「学生による授業評価」についての検」 」

力を伸長させるため，両障害 施し，教育効果の検証を実施し，改善 討を継続し 「学生による授業評価」を１年次及び２年次の授業科目について，前期・後，
者の特性に配慮した高等教育 に役立てる。 期末に実施した。その結果を担当教員にフィードバックする準備を進めた。また，教員

， （ ） 。 ，プログラム及びコミュニケー 相互の授業参観を 後期 短大の３学期 に実施した 参観後にアンケート調査を行い
ション教育プログラムの開発 結果を通して教員相互の授業方法改善の資料とした。
研究を進め，障害に適合した
教材・教具・資料等の作成や
収集，データベース化などに
ついて，全国の聴覚・視覚障
害学生が学ぶ大学等の高等教
育機関への普及・支援の充実
に努める。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（1）教育に関する目標

④ 学生への支援に関する目標

中
学習・生活に関する相談・助言の体制を整え，障害に係わるニーズに配期

慮しながら，学生への支援を効果的に行う。目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

〔オフィスアワーの設定〕【46】 【46】
， ， 。 ，○学生相談・助言・支援の組織 ○学生相談・助言・支援の組織的対応に 引き続き オフィスアワーを設定し シラバスに記載して学生に周知している さらに

的対応に関する具体的方策 関する具体的方策 オフィスアワー以外でも，学生の都合の良い時間に講義内容を補足するほかに生活全般
個々の学生の障害の状態や ・個々の学生の障害の状況などを的確 に渡る相談及び指導を継続実施している。

能力を的確に把握するととも に把握するため，クラス担当教員がオ
〔クラス担当等による対応〕に，各授業担当教員が学生か フィスアワーなどにより，定期的に学

らの意見や要望に対応するた 生の状況を把握する機会の確保を継続 産業技術学部では，個々の学生の障害の状況などを的確に把握するため，クラス担当教
めオフィスアワーを設けるな する。 員を中心に学科会議，専攻会議などで定期的に意見交換を実施している。
ど，学習・生活支援を進める ・クラス担当教員連絡会を開催し，学 １年次クラス担任・副担任会を４回開催した。また，それぞれのクラスの担任，副担任
ための体制を整える。 年単位での情報交換や各学科等内のみ が，クラスの学生に対する個別の相談時間を設けるとともに，それぞれの学生について

。 ， ，ならず，産業技術学部，保健科学部と 成績表配布時等で計３回学業及び生活面の相談を受けた さらには コース説明会では
障害者高等教育研究支援センターとの 担任・副担任が協力して学生への連絡などの支援を行った。
間で学生の状況に関する情報の交換を 保健科学部では１年次クラス担当教員の構成に関して，各学科・専攻の教員（担任，チ
行い，学生指導の共同化を継続する。 ュータ，アドバイザ）に加え，障害者高等教育研究支援センター障害者基礎教育部門の
・引き続き，保健管理センターを中心 教員が副担任として参加し，定期的に学生の学習状況等について情報交換を行い，学生
として クラス担当教員と連携を取り の教育・指導に役立てた。また，各学期末には各学科・専攻内で学生の学習状況や学習， ，
相談支援の充実に努める。 到達度，授業内容に関する情報交換を行った。
・保健科学部新入生 視覚障害学生 に( )

〔保健管理センターを中心とする相談支援体制の整備〕対しては，学内外の環境に早期に適応
できる手段としての歩行案内を実施す 保健管理センターでは，校医(内科，耳鼻科，眼科)による診療体制を継続することによ
る。 り，定期的に健康調査を実施し，各学生の障害の程度と心身の健康状況の把握に努める

とともに，ニュースレターの発行等を行い，健康に関する情報を提供し，啓発活動を引
き続き実施した。
学生相談室では，相談者のプライバシー保護に配慮するとともに，電子メールによる健

康相談と助言を継続して行った。また，学科教員と連携して授業での対応や生活指導に
配慮した。学生に係わる人権侵害問題等の対応については，保健管理センターと学生委
員会委員の教員からなる相談窓口で行った。

〔視覚障害学生に対しての学内外の環境への適応対策〕
保健科学部及び障害者高等教育研究支援センターとの共同で，新入生に対する移動・歩

行の訓練，大学生活や学習活動を快適にするための支援方法であるファミリアリゼーシ
ョンを実施した。
保健科学部では，視覚障害者を誘導するガイドヘルプ技術研修をＮＰＯ法人「視覚障害

者支援しろがめ」から講師を招いて開催した。また，ガイドヘルプの基本的な技術に加
え，椅子，狭所，段差，ドア，階段，雨の日，乗用車，トイレ，長距離歩行の誘導など
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について，受講者同士でガイドヘルプを行った。

〔就職支援等〕【47】 【47】
○就職支援等に関する具体的方 ○就職支援等に関する具体的方策 産業技術学部では，就職委員会が中心となって，企業訪問，企業向け大学説明会，就職

， 。 ，策 ・就職委員会が中心となって，企業訪 フォーラムへの参加等を通して 就職情報の収集や新たな就職先の開拓に努めた また
新たな就職先の開拓，進路 問，企業向け大学説明会，就職フォー 就職講演会，ハローワーク見学，就職模擬試験の充実，コミュニケーション個別指導，

・就職に関する講演会等の充 ラムへの参加等を通して，就職情報の 面接準備指導等を通じて学生の就職活動支援を実施した。さらに，職場訪問やインター
実，学生のコミュニケーショ 収集や新たな就職先の開拓に努め，ま ネットを介した相談活動，集中講座や出張講座による就職後の支援や再教育（社会人学
ン特性に応じた面接指導，就 た，就職講演会，ハローワーク見学， び直しプログラム）の場の準備により卒業生のフォローアップと仕事を持つ障害者の支
職後のフォローアップ等を推 就職模擬試験の充実，コミュニケーシ 援を実施した。
進する。 ョン個別指導，面接準備指導等を通じ 保健科学部では，学科・専攻及び障害者高等教育研究支援センターから選出された教員

， ， ，て学生の就職活動支援を実施する。 で構成される就職委員会が中心となって 企業訪問 就職フォーラムへの参加を継続し
・職場訪問やインターネットを介した 就職情報の収集，職域開拓に努めるとともに，ハローワーク見学等を実施した。また，
相談活動，集中講座や出張講座による 視覚部では19年度より本学卒業生に，就職活動や職場の実際についての，講演を実施し
就職後の支援や再教育の場の準備によ た。この講演は，就職・就労現場での生々しい体験を在学生に知ってもらい，より積極
り卒業生のフォローアップと仕事を持 的な学生の取り組みを期待してのものである。卒業生の就職後の支援，再教育などのフ
つ障害者の支援を実施する。 ォローアップ体制の改善のために，数名の卒業生から職務内容等の聞き取り調査及びそ

の分析・検討を継続して行った。

〔奨学金制度の活用〕【48】 【48】
○経済的支援に関する具体的方 ○経済的支援に関する具体的方策 成績優秀者などの経済的支援のために，学費猶予，免除制度の活用を実施している。ま
策 学費猶予，免除制度の活用を図る。 た，各種奨学金に関する情報収集に努め，学生に提供するとともに，障害基礎年金の受給

学費猶予，免除制度を活用 また，各種奨学金に関する情報収集に 手続きや補装具等の給付申請手続きなどについても広く相談支援に努めた。
するとともに，種々の奨学金 努め，学生に提供するとともに，障害

〔授業料免除制度の活用〕等に関する情報の収集に努 基礎年金の受給手続きや補装具等の給
め，学生に提供する。 付申請手続きなどについても広く相談 授業料免除は，経済的理由により納入が困難でかつ学業成績が優秀な学生を対象に毎年

支援に努める。 前期(４月)と後期(10月)に申請を受け付けている。この制度は，当該年度の予算の範囲内
で決定しているが，19年度前期分は，基準内の学生全員が免除となるよう学生委員会で検
討を行った。現行の経済的理由による授業料免除制度の収入基準額等を見直し，より幅の
広い学生に授業料の免除を行える制度に改正した。

また，４年制大学の学生を対象に新しく設けられた「成績優秀者授業料免除（年間 」）
について，１年次においては，入学試験成績結果を基に産業技術学部10名，保健科学部７
名，また２年次においては，１年次の成績結果を基に産業技術学部10名，保健科学部７名
を各教授会で決定した。

さらに，学長表彰の被表彰者に対する授業料免除制度を創設した。その第１号としてス
ポーツ分野において，その成果が特に顕著であった保健科学部学生１名を教授会及び学生
委員会で審査し，19年度後期分授業料免除を決定した。

〔年金受給申請〕
引き続き，障害基礎年金の受給手続き等については，19年度も市役所から「障害基礎年

金 「補填装具等各種申請書 「障害者福祉ガイドブック」など手続きに関するパンフレッ」 」
ト等を入手し，両学生支援課窓口等で配布するとともに，個別相談にも応じた。

〔社会人・留学生に対する配慮〕【49】 【49】
○社会人・留学生に対する配慮 ○社会人・留学生に対する配慮 本学のホームページ，新聞広告などを活用し，社会人や留学生に対して積極的な情報提

社会人や留学生の受け入れ ・本学のホームページなどにおいて 供を行った。，
を積極的に進め，その学習・ 社会人や留学生志願者に対して積極的 再チャレンジプログラム制度の導入により，社会人経験者に係る授業料免除を行い，19
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生活を支援する活動を充実さ な情報提供を行う。 年度前期分授業料については全額免除７名，半額免除２名，後期分授業料については全
せる。 ・社会人や留学生を対象とした経済支 額免除６名，半額免除２名であった。

援や生活支援に関する情報収集により ４年制大学としての新たなホームページの作成を継続して行い，情報公開の内容を順次
学生への支援に努める。 追加，充実を図った。その際，社会人や留学生に配慮した構成及びニュース項目を増や

し，内容の更なる充実を図った。英語版については，日本語版の内容に加えて留学生が
必要とする各種情報の提供を検討した。
保健科学部情報システム学科では，ドイツからの留学生（２年次）に対して，同国への

留学経験のある教員がアドバイザとなって語学的なサポートを行った。また，同学科に
在籍する中国からの留学生（１年次）の留学生奨学金に関する事務手続き等の支援を行
った。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（2）研究に関する目標

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

筑波技術大学の特色である障害者高等教育に関する研究を国際的水準で中
展開し，その研究成果を他の教育機関等に積極的に公開するとともに，障期
害者の福祉向上や高齢者の生活支援のために活用する。目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

〔総合的情報保障システム〕【50】 【50】
○目指すべき研究の方向性 ○目指すべき研究の方向性 産業技術学部では，総合的情報保障システムとしての遠隔地手話通訳システム・遠隔地

聴覚・視覚障害者を対象と 総合的情報保障システムとしての遠 リアルタイム字幕情報システムなどの増強，コミュニケーション能力開発に関する学外
する高等教育機関として，障 隔地手話通訳システム・遠隔地リアル 支援システム，学内教育情報及び生活情報支援システムの拡充，高等教育のための学内
害者に対する高等教育の内容 タイム字幕情報システムなどの増強， 外視覚障害者アクセシビリティ向上の支援事業に取り組んだ。
・方法等に関する研究及び学 コミュニケーション能力開発に関する また，視覚・聴覚障害者の障害補償システム，教授システム，教育内容・方法，教育機
習・生活支援システムの研究 学外支援システム，学内教育情報及び 器・教材の開発を行い，障害者教育や障害者福祉の改善に役立つ研究を引き続き推進し
を推進する。 生活情報支援システムの拡充，高等教 た。

育のための学内外視覚障害者アクセシ
〔視覚・聴覚障害者の障害補償システム〕ビリティ向上の支援事業に取り組む。

また，視覚・聴覚障害者の障害補償 昨年度概算要求にて，天久保キャンパス生活情報システムとして非常時のための「文字
システム，教授システム，教育内容・ による警報システム」やデジタル放送に対応したＣＡＴＶシステム及び学内広報システ
方法，教育機器・教材の開発を行い， ムの整備を行った。地上波デジタル放送対応や学内広報システムを更新することができ
障害者教育や障害者福祉の改善に役立 た。また 「文字による警報システム」は火災時における避難誘導のための基盤設備とし，
つ研究を引き続き推進する。 て運用され，避難訓練時にその有用性が確認された。

高等教育のための学内外視覚障害者アクセシビリティ向上の支援事業として，鍼灸・基
礎医学用語の点訳・音訳辞書システムの開発を継続して行った。

〔障害補償の開発研究〕【51】 【51】
◯大学として重点的に取り組む ◯大学として重点的に取り組む領域 聴覚・視覚障害者を対象とする具体的な教育方法，教育機器・教材の開発，障害補償シ

領域 ステム，高等教育支援システム，遠隔地障害者支援システム，ネットワーク活用システ
産業技術及び保健科学に係 ・聴覚・視覚障害者を対象とする具体 ムなどの研究開発を進めた。

る研究を進めるとともに，聴 的な教育方法 教育機器・教材の開発 ※教材作成と提供プロジェクト事業：２題， ，
覚･視覚障害者に対する教育 障害補償システム，高等教育支援シス 「自学自習を念頭に置いた視覚障害者向けの多方向観察型の鍼実技映像教材の教育面で
方法，支援方法，教育機器， テム，遠隔地障害者支援システム，ネ の展開(Ⅱ)」
教材，障害補償システム，教 ットワーク活用システムなどの研究開 「重度視覚障害者のための触知資料開発と情報技術教育に関する研究」
育支援システムについて研究 発を進める ※「視覚障害補償システムの開発と活用及び支援システムの開発」プロジェクト事業：
開発を推進 ・西洋医学と漢方，鍼灸を含む東洋医 ３題
する。さらに，西洋医学と 学を統合した「東西統合医学研究」の 「点字を利用した盲ろう者用コミュニケーション支援システム」

漢方，鍼灸を含む東洋医学を 組織的推進を図る。 「ＩＣカードを活用した講義室コンピュータ端末の使用状況管理システムの試験的構
統合した国際的なレベルの研 築」
究を推進する。 「教室ＰＣ環境維持運用のための評価システム」

※「その他」の事業：４題
「鍼灸手技基礎実習教育機器・設備経費の補填」
「理学療法学専攻学生に対する麻疹抗体検査の実施」
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「視覚障害学生の健康管理データベースシステムの試作」
「視覚障害関係学科の広報事業」

遠隔地リアルタイム字幕提示システムによる講義保障を，専門性の高い講義（本学
） ， 。 ，の専門科目 でも実施可能にするため 基礎的研究を継続的に実施した これにより

各学科の非常勤講師の講義に対する，講義保障が改善された。このような学内におけ
る情報保障を通した研究のみならず，学外の教育機関に在学する聴覚障害学生に対す
る講義保障の実験的な実施によって，システムの機能性や安定性の改善を試みた。速

， 。 ，記による字幕システムのみならず ＰＣ要約筆記用のシステム開発も実施した また
携帯電話を用いたリアルタイム字幕提示システムを開発した。

音声認識による字幕提示を実施するための研究を行い，試作システムを開発し，配
布を開始した。また，音声認識技術を駆使して字幕を作成する情報保障者に対する支
援技術の研究を実施し，そのノウハウを本学において開催したPEPNet-Japanシンポジ
ウムや本学のテクノレポート等で公開した。そして音声認識担当者の養成プログラム
の研究開発を他大学とも連携して開始した。

障害者高等教育研究支援センター障害者支援研究部（聴覚障害系）では，聴覚障害
学生支援のための拠点形成事業の一環として，高度専門領域に対応しうる手話通訳者
チームを立ち上げ，専門領域における手話通訳技術の分析を行った。

〔東西統合医学研究〕
「東西統合医学研究」プロジェクト事業：10題
「統合医療の人の酸化ストレスに対する効果及び東洋医学の「症」と酸化ストレスと
の関連の検討」
「パーキンソン病における新たな運動療法の開発と東西統合医学的治療に関する臨床
的研究」
「頸部における自律神経及び上肢を支配する腕神経叢の構成と頸部経穴との位置関係
に関する解剖学的研究」
「アレルギー疾患感受性遺伝子におけるアレル特異的発現の網羅的解析」
「鍼灸刺激の自律神経を介する効果とメカニズムの研究」
「鍼灸，按摩マッサージ指圧刺激が瞳孔及び白血球・カテコールアミン分画に及ぼす
効果とその神経機序に関する研究（Ⅲ 」）
「 ， 」鍼灸教育を受ける視覚障害者が ヒトの動作及び経絡を容易に理解する方法の開発
「鍼刺激が心循環系に及ぼす効果とその神経性機序」
「拘縮治療器による関節可動域訓練が生体反応に及ぼす影響」
「 「 」視覚障害学生がツボの触診感覚を修得するための 皮膚及び筋の硬度変化の定量化
の研究」

さらに，各研究成果を分析し，関連する研究分野ごとに組織替えを行い，有機的な
つながりを重視した研究体制を築いた。

〔テクノレポート，英文誌による成果の還元〕【52】 【52】
○成果の社会への還元に関する ○成果の社会への還元に関する具体的方 引き続き，聴覚及び視覚に障害のある人を対象とした教育研究に関する情報を，聴覚及

具体的方策 策 び視覚障害者の関係機関等に提供することを目的として，毎年発行している「テクノレ
聴覚・視覚障害者のための 聴覚・視覚障害者の教育研究に関す ポート」に，教員の業績を一覧にしたリストを掲載し，聾学校等へ配布するとともに，

教育に関する研究成果につい る研究成果は，両学部のほか障害者高 ホームページ上で掲載文献を検索可能な状態で公開した。
ては，障害者高等教育研究支 等教育研究支援センターを通して他大 また，毎年発行している「英文誌（TCT Education of Disabilities)」も外国の聴覚
援センター等の整備･充実を 学等に提供する他，障害者の福祉向上 及び視覚障害者の関係機関に提供した。
図ることにより，関係教育機 や高齢者の生活支援に結びつく研究成

〔学会での発表等〕関に還元する。また，障害者 果については関連学会，公開講座，研
の福祉向上や高齢者の生活支 修会等を介しての情報提供することな 聴覚・視覚障害者の教育研究に関する成果を国内外の学会等で発表した。また，国内外
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援に結びつく研究成果につい どにより，社会に還する。 の研究者，聾学校教員，行政担当者等に対して学内の研究施設を公開し，技術及び運用
ては，関係企業と連携して， のノウハウを提供した。
積極的に実用化を目指す。

〔公開講座を通しての成果の還元〕
IＴ技術，デザイン学，東洋医学（鍼灸 ，障害教育などの研究成果を，一般市民対象，）

医療関係者対象，聴覚障害生徒対象，教育関係者対象の公開講座により還元した。

〔研究成果の還元〕
聴覚・視覚障害者の教育研究に関する成果は，両学部のほか障害者高等教育研究支援セ

ンターを通して他大学等に提供するほか，障害者の福祉向上や高齢者の生活支援に結び
つく研究成果については関連学会，公開講座，研修会等を介しての情報提供することに
より，社会に還元した。

・障害者高等教育研究支援センター障害者支援研究部（聴覚障害系）では，日本聴覚
障害学生高等教育支援シンポジウムを開催し，全国の障害学生支援関係者に向けて情
報の発信を行った。
・障害者高等教育研究支援センター障害者支援研究部（聴覚障害系）では，日本聴覚
障害学生高等教育支援ネットワークの活動を通して作成された「大学ノートテイク支

」 ， ，援ハンドブック を単行本として出版したほか 全国の四年制大学に寄贈することで
広くこの内容を知らしめた。
・日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワークメーリングリスト・ホームページ及び
視覚障害系VISS－Net（Visual Impairment Student Support Network）を通じて聴覚
・視覚障害学生への支援の具体的ノウハウに関する情報の発信を行った。

。・つくば市との協定に基づく市職員に対するユニバーサルデザイン講習会に協力した
障害者高等教育研究支援センター視覚障害者系の「高等教育のための学内外視覚障害
者アクセシビリティ向上支援事業」として,以下の事業を実施した。
・筑波技術大学情報・理数点訳ネットワーク事業として，独自に製作した２つの書籍
『点訳基準』と『触図製作テキスト』を，国内の全盲学校等に寄贈した （特別教育研。
究経費）
・地域のボランティアを対象とする英語点訳法の講習会を開催した。
・点訳者向けの英語点訳法解説書『英語点訳ガイド― Textbook Written by Braille
Transcribers ― （Ａ4版，158頁）を監修・発行した。』
・情報・理数点訳ネットワークの研修会資料として『情報系図書点訳校正表（情報・
理数点訳ネットワーク18年度製作点字図書 （Ａ４版，322ページ）を発行した。）』
・視覚障害者用録音図書の国際規格であるＤＡＩＳＹ方式の録音物を製作するための
編集技術講習会を地域の音訳ボランティアを対象に開催した。

【53】 【53】
〔研究の水準・成果等の評価の準備〕○研究の水準・成果の検証に関 ○研究の水準・成果の検証に関する具体

する具体的方策 的方策 20年度の本格実施を目標として，産業技術学部と保健科学部においては，学部長，学科
評価委員会において，他大 引き続き，障害教育・福祉等に関す ・専攻長及び各学科・専攻より選出された教員から構成される「研究プロジェクト」を

学や世界の研究業績を調査 る他大学や海外の研究業績の調査を実 継続開催し，教員個人評価を進めるための基本的な考え方，評価項目，基準，手続きな
し，各教員及び研究チームの 施する。 どを引き続き検討した。また，保健科学部では，昨年度全教員に行った個人評価のアン
研究水準の目標設定を検討す ケート調査をまとめ，全学的な業績評価に関する基本項目の検討資料を作成した。さら
る。また，全教員の研究活動 に，これらの資料を基に「個人評価評点表」を作成し，保健科学部教員19名に自己評価
及び成果をまとめ，情報発信 を依頼し評価項目の妥当性を確認するモニター調査を行った。
に努める。 ドイツのミュンヘン大学で聴覚障害児教育を専攻する学部生２名を３週間，研究助手を

２週間受け入れ，日本の聾教育に関する調査に協力するとともに，ドイツの状況につい
ての貴重な資料を得た。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（2）研究に関する目標

② 研究実施体制等の整備に関する目標

筑波技術大学の特色を踏まえた重点研究プロジェクトを設定し，人材，中
資金，施設などを重点配分する。期

また，評価委員会による評価結果を研究費の配分や人事制度に反映させ目
る。標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

〔重点領域の研究プロジェクト設定〕【54】 【54】
○適切な研究者等の配置に関す ○適切な研究者等の配置に関する具体的 教育研究等高度化推進事業対象の教育研究等改革・改善事業や重点的に取り組む領域に

る具体的方策 方策 ついて，全学及び学部・学科を越えた研究プロジェクトを編成し，優先的に研究を継続
大学としての重点研究プロ 教育研究等高度化推進事業対象の教 推進した。

ジェクトを設定し，併任，研 育研究等改革・改善事業や重点的に取
究員委嘱等により，学部・セ り組む領域について，全学及び学部・ (聴覚障害系)
ンター・学科・系を越えた研 学科を越えた研究プロジェクトを編成 新たに，全国の大学で学ぶ聴覚障害学生への支援拠点形成プロジェクト（T-TAC）を開
究ユニットを編成して研究を し，優先的に研究を継続推進する。 始し，これまでに実施してきた日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク（PEPNet-Ja
推進する。 引き続き，日本聴覚障害学生高等教 pan）の運営を含む他大学への聴覚障害関連支援事業をこれに統合・再編成した。また，

育支援ネットワークとしての活動をさ 本プロジェクト運営のため，特任助教１名，特任助手１名，特任研究員１名，技術補佐
らに充実させるとともに，障害者高等 員２名の計５名を新規採用し，プロジェクトの充実に努めた。

（ ） ，教育研究支援センターの支援交流室に ※日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク PEPNet-Japan ホームページを通して
おいて 学外支援を立案・推進しつつ 聴覚障害学生支援に関する種々のコンテンツの配信を行った。， ，
支援体制・活動の充実を図る。また， （はじめての聴覚障害学生支援講座／聴覚障害学生支援ガイドTipSheet／大学訪問レポ
視覚障害学生高等教育支援ネットワー ート／実践事例アイディア集）
クについても他大学に学ぶ学生への情 ※日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク（PEPNet-Japan）連携大学・機関の協力
報保障支援活動を引き続き行いなが を得て，聴覚障害学生支援のためのDVD教材，資料集，報告書の発行を行った。
ら，ニーズの把握のための有識者，視 （聴覚障害学生支援システムができるまで／大学ノートテイク支援ハンドブック／パソ
覚障害者，関係教育機関等への訪問調 コンノートテイク導入支援ガイド／アメリカ視察報告書「聴覚障害学生支援のための
査を継続する。 先端情報保障技術」／DVDシリーズ①「聴覚障害学生の高等教育 ）」

※日本聴覚障害学生高等教育支援シンポジウムを開催し，一般の大学で学ぶ聴覚障害学
生への支援の方法及び体制構築に関する情報発信を行った。

※聴覚障害学生支援を中心的業務とするコーディネータ間の情報交換会を開催し，年間
支援業務，支援者のスキルアップ，情報保障機器の活用等のテーマで情報交換を行っ
た（計３回 。）

※他大学・機関からの相談に応じ，聴覚障害学生支援に関するＦＤ・ＳＤ及び情報保障
者養成のための講座等への講師派遣を行った（26回 。）

※他大学聴覚障害学生からの相談により，遠隔情報保障システムを用いて２大学・各週
１回の手話通訳・文字通訳支援を行った（計28回 。）

(視覚障害系)
１．視覚障害学生支援メーリングリスト（VISS-Net）の立ち上げ。現在約30校，40名強

の参加を得ている。
． （ ） 。２ 毎月２通の視覚障害学生支援関連情報 VISS-Net情報 をメーリングリストで配信

３．他大学の状況調査のために各大学訪問。
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， ， ，・11大学を訪問 視覚障害 聴覚障害を中心に障害のある学生の受け入れ状況を調査し
また，各種情報を提供した。

４．日本学生支援機構特別支援課との連携を深めるため．特別支援課を訪問し，今後の
連携の在り方について話し合いを継続した。

５．他大学支援，学生支援
（ ， ），・機器の情報提供 製品情報の提供 スクリーンリーダソフト不具合対応サポートなど

視覚障害のある学生の受入れのための整備（学外の点字ブロック敷設，対面朗読室な
どについての情報提供 ，理数系点訳の資料・情報提供など，視覚障害のある学生への）
授業方法の情報提供など，他大学への支援を行った（６件 。）

・障害補償教育室での機器見学対応，学内案内など他大学の視覚障害学生本人への支援
を行った（２件 。）

６．支援交流室パンフレット，Ｗｅｂページを作成し，本学の他大学支援の広報を行っ
た。

〔研究資金の優先的配分〕【55】 【55】
○研究資金の配分システムに関 ○研究資金の配分システムに関する具体 教育研究基盤経費のうち，一定比率を競争的経費として措置し，本学の特色を踏まえた

する具体的方策 的方策 重点的研究プロジェクトへの研究資金の配分を優先的に行うことを継続した。
大学の特色を踏まえた重点 教育研究基盤経費のうち，一定比率 産業技術学部長，保健科学部長及び障害者高等教育研究支援センター長の各部局長裁量

研究プロジェクトに研究資金 を競争的経費として措置し，本学の特 経費の中から，各部局における重点研究への配分を継続実施した。
を重点的に配分する。 色を踏まえた重点的研究プロジェクト

への研究資金の配分を優先的に行うこ
とを継続する。
産業技術学部長，保健科学部長及び

障害者高等教育研究支援センター長の
各裁量経費の中から，各部局における
重点研究への配分を継続実施する。

〔施設・設備・備品の利用状況調査〕【56】 【56】
○研究に必要な設備等の活用・ ○研究に必要な設備等の活用・整備に関 「既存施設の利用状況調査」結果に基づき，設備・備品の適正な運用，重点研究プロジ

整備に関する具体的方策 する具体的方策 ェクトの研究施設の確保に努め，教育，研究に必要な施設などの適正な使用を引き続き
研究室，実習室等の設備・ 「既存施設の利用状況調査」結果に 推進した。

利用状況をチェックし，研究 基づき，設備・備品の適正な運用，重 保健科学部障害学生支援委員会では，教育研究に必要な各種補償機器等の備品リストを
スペースの配分の適正化を図 点研究プロジェクトの研究施設の確保 作成し，引き続き利用状況を調査した。また 「既存施設の利用状況調査」結果及び新た，
り，重点研究プロジェクトの に努め，教育，研究に必要な施設など に設置した手技鍼灸実習棟の利用開始に伴い，教育，研究に必要な施設，設備などの適
ための研究施設を確保する。 の適正な使用を引き続き推進する。 正使用を図るため，研究室，実験室，演習室等の割り振りを検討した。衛生面への工夫

， ，設備・備品のリスト，利用状 としてベット毎に備え付けた洗面台 煙に気兼ねなく灸実習や研究が行える個室の設置
況等を学内に公表し，これら 外部団体からの施術デモンストレーション依頼に備えての軽量折り畳み施術台(ベッド)
の適正な運用を図る。 の導入などが施された。さらに，従来の非常勤講師室の一部を改修して東西医学統合医

療センター特任教授室とした。

〔特許取得支援〕【57】 【57】
， ， ，○知的財産の創出，取得，管理 ○知的財産の創出，取得，管理及び活用 引き続き 障害者支援機器などの研究成果について 特許取得支援を実施するとともに

及び活用に関する具体的方策 に関する具体的方策 産業界との協力関係に努めた。
教員の取得した特許，開発 引き続き，障害者支援機器などの研

したシステム等については， 究成果について，特許取得支援を実施
産業界と協力して実用化を目 するとともに，産業界との協力関係に
指す。特に障害者支援機器等 務める。
に関して特許取得を目指す。
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〔教育研究評価の基準検討〕【58】 【58】
○研究活動の評価及び評価結果 ○研究活動の評価及び評価結果を質の向 評価委員会の各部局委員等で立ち上げた「教育成果・教育研究活動の評価研究プロジ

を質の向上につなげるための 上につなげるための具体的方策 ェクト」による部局単位の報告書に基づき，全学的な「教員の個人評価」に関する基本
。 ， 「 」 ，具体的方策 評価委員会の各部局委員等で立ち上 項目の検討資料を作成した さらに これらの資料を基に 個人評価評点表 を作成し

評価委員会の評価結果をも げた「教育成果・教育研究活動の評価 各部局ごとに評価項目の妥当性を確認するモニター調査を行った。このモニター調書に
とに研究内容・方針・体制の 研究プロジェクト」による部局単位の 基づく意見を反映させて評価項目等の修正を行った。
見直しを行うとともに，評価 報告書に基づき，教員に対する研究の 現在は「教員の個人評価」結果の活用に関する基本方針を検討している。
結果を研究費配分，昇格人事 成果の検証を試行的に行い，評価の内 障害者高等教育研究支援センター運営協議会をに開催し，外部委員から障害者支援研究
等に活用する。 容を教員等にフィードバックすること 部の事業及び研究等の在り方について助言を受けた。

などにより意見を求める。
引き続き，障害者高等教育研究支援

センターの学外委員を含めた運営協議
会において，障害者支援研究部の事業
計画や今後の在り方について検討を進
める。

〔共同研究・相互交流の推進〕【59】 【59】
○全国共同研究，学内共同研究 ○全国共同研究，学内共同研究等に関す ・日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク（PEPNet-Japan）の連携大学・機関を16

等に関する具体的方策 る具体的方策 校に増加し，更なる連携体制の強化を図った。
障害者教育及び支援に関す 18年度構築した日本聴覚障害学生高 ・19年度より開始した聴覚障害学生支援拠点形成プロジェクトの一環として，障害学生

る国際的・全国的な研究会を 等教育支援ネットワークを基軸とし， 支援を専門に担うコーディネータを配置している大学・機関を中心に，第１回全国障
開催し，共同研究を進めると 障害教育と研究及び障害者支援に関す 害学生支援コーディネータ会議及び研修会を開催した。ここでは，障害学生を受入れ
ともに，客員研究員制度等を る研究等において，参加大学や機関と る大学間の協力体制構築に寄与したほか，各大学で障害学生支援を担うコーディネー
活用し，研究者を招聘する。 の協力体制のさらなる充実を図るとと タのための研修会を実施し，この資質向上に貢献した。

もに，引き続き，他大学支援のための ・日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク（PEPNet-Japan）連携大学・機関内の情
全国的な体制作りの推進 充実を図り 報交換会を実施し，学内支援体制構築に関する定期的な事例検討を行った（計３回 。， ， ）
支援者養成のためのプログラム開発等 ・聴覚障害学生支援を中心的業務とするコーディネータ間の情報交換会を開催し，年間
を進める。 支援業務，支援者のスキルアップ，情報保障機器の活用等のテーマで情報交換を行っ
また，国外の協定締結大学との教員 た（計３回 。）

，「 」の相互交流や研究活動を活発にする。 ・株式会社ＫＤＤＩ研究所と 聴覚障害者向け携帯電話リアルタイム字幕表示システム
に関する共同研究を実施し，携帯電話の画面にリアルタイムでかな漢字混じり文と学
年別に対応した漢字のみに読みをかっこ付けで提示するシステムを試作した。このシ
ステムを本学産業技術学部「聴覚障害補償演習Ｂ」の授業で試用した。

〔国際シンポジウムの開催〕【60】 【60】
○研究実施体制等に関する特記 ○研究実施体制等に関する特記事項 筑波技術大学創基20周年記念事業として，中国・韓国などのアジア姉妹協定校や機関の

事項 ・聴覚・視覚障害のある人への教育支 参加者を招き アジアにおける視覚・聴覚障害者の高等教育と就労 と題した第８回国「 」
総合的な聴覚・視覚情報保 援ネットワークの充実を図る。 際シンポジウムを開催し，前年度に開催されたアジア太平洋地域聴覚障害問題会議の成

障の研究開発及び普及のため ・アジア太平洋地域聴覚障害問題会議 果の発展を図った。，
〔東西医学を統合した研究〕聴覚障害系と視覚障害系が一 の有効利用を促進する。

体的な取り組みのできる環境 ・東西統合医学の国際的研究の推進を ・血液透析患者の血液の抗酸化力の変動因子を明らかにし、異常を起こす患者が炎症を
の整備を図り，障害者高等教 図る。 伴っていることを国際学会（スペイン）で発表し、英文誌に掲載予定である。
育研究支援センターを全国共 ・酸化ストレスマーカーの新しい測定法によりポリフェノールの効果を人間で証明し、
同利用型の研究施設に拡充し 国際学会で発表した。，
研究実施体制の充実を図るこ ・施術の質を評価するためのAudit（臨床監査）を試みている。
とを目指す。また，東西統合
医学に関する国際的な研究を
行う。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（3）その他の目標

① 社会との連携，国際交流等に関する目標

他大学や地域社会等と連携し，聴覚・視覚障害者に係る教育支援を行う中
とともに，障害補償機器の開発成果を公表する。諸外国の教育機関と連携期
して障害者に係る教育研究に関する国際交流を推進し，その中核としての目
役割を果たす。標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

〔地域連携〕【61】 【61】
， ， 。○地域社会との連携・協力，社 ○地域社会との連携・協力，社会サービ つくば市との協定(17年度締結)に基づき 共同事業を更に充実させ 地域貢献を図った

会サービス等に係る具体的方 ス等に係る具体的方策 また，18年度に引き続き，地域のボランティア団体と連携を取り，手話・要約筆記，点
策 つくば市との協定 17年度締結 に基 訳・録音等の人材養成に積極的に参加し，実際の教育活動の支援を通して連携を進める( )
聴覚・視覚障害者に係る教 づき，共同事業をさらに充実させ，地 とともに，学校や住民からの視・聴覚障害に関する相談，教育相談等への対応の充実に

育機器，障害補償システムの 域貢献を図る。 努めた。
研究開発を図り，成果を公開 また18年度に引き続き，地域のボラ

〔公開講座等の実施〕するとともに，点訳者及び手 ンティア団体と連携を取り，手話・要
話通訳者の育成，公開講座， 約筆記，点訳・録音等の人材養成に積 本学の特色と教育研究の成果の活用を図ることをテーマとした公開講座
研修会等を実施する。また， 極的に参加し，実際の教育活動の支援 ①一般市民向けとして「膝の痛みに対するリハビリテーション」など４講座
地域住民，聴覚・視覚障害関 を通して連携を進めるとともに，学校 ②盲聾学校等の教員等を対象とした「聾学校での造形教育に関する指導法」など３講座
係者に対する図書や障害関係 や住民からの視聴覚障害に関する相 ③医師を対象とした「医師のための鍼灸実践講座」と鍼灸師を対象とした「鍼灸マッサ
資料の利用促進を図る。 談，教育相談等への対応の充実に努め ージ師のための機能訓練実践講座」の２講座

る。 ④聴覚に障害がある高校生対象の「新しいコンピュータ・グラフィックス入門」
一般，聴覚・視覚障害関係者，医療 を開講した。

関係者等を対象にした公開講座，講演
〔地域ボランティア団体との連携〕会，研修会等を計画，実施する。

・ 科学技術週間一般公開」に参加し，保健科学部保健学科理学療法学専攻では，一般市「
民に対し車椅子の展示・乗車体験を行った。

・春日キャンパスでは，脳性まひ児の水泳教室を開催し，つくば市及び竜ヶ崎市在住の
脳性まひ児の訓練及び水泳技術の習得を図った。また，脳性まひ児のスポーツ教室を
開催し，つくば市在住の脳性まひ児に適した体操及び訓練を実施した。

・視覚障害者のための国際情報・機器＆サービス総合展として開催された「サイトワー
ルド2007」に参加（すみだ産業会館サンライズホール）し，ポスター展示による保健
科学部の概要と各学科・専攻の教育内容の説明を行った。

・保健科学部保健学科では 「ねんりんピック茨城2007」(第19回全国健康福祉祭り)に協，
力参加した。つくばカピオでのソフトバレーボール交流会，茎崎公園でのソフトテニ
ス交流会のそれぞれの会場で，理学療法学専攻が「健康相談コーナー ，鍼灸学専攻が」
「マッサージコーナー」を担当した。マッサージコーナーでは2日間で延べ400名の選
手とボランティアに施術を行った。

〔産学官連携の推進〕【62】 【62】
○産学官連携の推進に関する具 ○産学官連携の推進に関する具体的方策 大学等を卒業した聴覚障害者の就労に関する産学官連携シンポジウムを秋葉原コンベ

体的方策 産学官との交流を図るための交流会 ンションホールにおいて実施した。
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関係機関と連携して産学交 やシンポジウム等に積極的に出席する
流会やシンポジウムを開催 とともに，学習会等を計画する。

， ， ，し 新技術の開発 特許取得
製品化を積極的に進める。

〔他大学等との連携・支援〕【63】 【63】
， ，○他大学等との連携・支援に関 ○他大学等との連携・支援に関する具体 18年度に引き続き 他大学等で学ぶ聴覚・視覚障害学生への質の高い学習支援や講演会

する具体的方策 的方策 学会等への高度な情報支援サービスの提供が行えるよう，聴覚障害学生に対する遠隔地
教材や教育支援システムの 本学を中心として18年度に設立した からの手話通訳システムと要約筆記システムを統合した総合支援システムの構築を進め

開発等を通して，聴覚・視覚 筑波技術大学日本聴覚障害学生高等教 た。
障害者の教育方法の改善に資 育支援ネットワークを基軸とし，障害 また，引き続き，聾学校，盲学校，難聴学級，通級指導教室等の支援に積極的に取り組
するとともに，ニーズに応じ 教育と研究及び障害者支援に関する研 むとともに，これらの学校，教室の教員及び障害福祉・医療関係者のニーズに応えた公
て他大学及び初等中等教育機 究等において，参加大学や機関との協 開講座，講演会，研修会等を開催した。また，他大学で学ぶ障害学生，その担当教員，
関等への情報提供，教育相談 力体制のさらなる充実を図る。 保護者等からの視覚・聴覚障害に関する相談，教育相談の充実に努めた。
などを進める。 18年度に引き続き，他大学等で学ぶ

〔その他の支援等〕さらに，開発した支援機器 聴覚・視覚障害学生への質の高い学習
を用いて，他大学等で学ぶ聴 支援や講演会，学会等への高度な情報 全国の大学で学ぶ聴覚障害学生への支援拠点形成プロジェクト（T-TAC）を開始し，こ
覚・視覚障害学生並びに学会 支援サービスの提供が行えるよう，聴 れまでに実施してきた日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク（PEPNet-Japan）の
等に参加・発表する聴覚・視 覚障害学生に対する遠隔地からの手話 運営を含む他大学への聴覚障害関連支援事業をこれに統合・再編成した。
覚障害者への支援を行い，両 通訳システムと要約筆記システムを統 ・引き続き日本聴覚障害学生高等教育支援メーリングリストの運営を行い，定期的な情
障害者の社会進出に貢献す 合した総合支援システムの構築を進め 報発信に努めた。現在，84大学・機関，164名の参加を得ている。

（ ） ，る。 るとともに，専門分野の点字図書の受 ・日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク PEPNet-Japan ホームページを通して
また，聴覚・視覚障害者支 託製作など，他大学で学ぶ視覚障害学 聴覚障害学生支援に関する種々のコンテンツの配信を行った。

援に関する全国的な大学ネッ 生の学習を支援するための取組みを， （はじめての聴覚障害学生支援講座／聴覚障害学生支援ガイドTipSheet／大学訪問レポ
トワーク作りの中核となり， 当該大学と連携して継続的に行う。 ート／実践事例アイディア集）
支援の拡大・普及を図る。 また，引き続き，聾学校，盲学校， ・障害者高等教育研究支援センター障害者支援研究部（聴覚系）では，日本聴覚障害学

難聴学級，通級指導教室等の支援に積 生高等教育支援ネットワーク（PEPNet-Japan）連携大学・機関の協力を得て，聴覚障
極的に取り組むとともに，聾学校，盲 害学生支援のためのDVD教材，資料集，報告書の発行を行った。
学校，難聴学級，通級指導教室教員及 （聴覚障害学生支援システムができるまで／大学ノートテイク支援ハンドブック／パソ
び障害福祉・医療関係者のニーズに応 コンノートテイク導入支援ガイド／アメリカ視察報告書「聴覚障害学生支援のための
えた公開講座，講演会，研修会等を開 先端情報保障技術」／2004～2006年度アメリカ視察報告集「聴覚障害学生サポートネ
催するとともに，他大学で学ぶ障害学 ットワークの構築をめざして」／DVDシリーズ①「聴覚障害学生の高等教育 ）」
生，その担当教員，保護者等からの視 ・障害者高等教育研究支援センター障害者支援研究部（聴覚障害系）では，日本聴覚障
覚・聴覚障害に関する相談，教育相談 害学生高等教育支援シンポジウムを開催し，一般の大学で学ぶ聴覚障害学生への支援
の充実に努める。 の方法及び体制構築に関する情報発信を行った。
障害者高等教育研究支援センターで ・障害者高等教育研究支援センター障害者支援研究部（聴覚障害系）では，聴覚障害学

は，情報保障をテーマとした支援機器 生支援を中心的業務とするコーディネータ間の情報交換会を開催し，年間支援業務，
， 。（ ）の開発を推進する。本学が開発に参画 支援者のスキルアップ 情報保障機器の活用等のテーマで情報交換を行った 計３回

した自然科学系図書点訳システム点字 ・障害者高等教育研究支援センター障害者支援研究部（聴覚系）では，全国の大学にお
点訳に関しても さらなる普及を図る ける聴覚障害学生支援担当者の連絡会議として，第1回障害学生支援コーディネーター， 。

全国会議及び研修会を開催し，支援担当者間の横のつながりを形成したほか，聴覚障
害学生とのコミュニケーション技術，ノートテイカー養成技術，パソコンノートテイ
ク導入技術等のテーマで研修会を開催した。

・障害者高等教育研究支援センター障害者支援研究部（聴覚系）では，日本聴覚障害学
生支援ネットワーク（PEPNet-Japan）運営会議を開催し，連携大学・機関間の情報交
換及び連携体制強化に努めた（計３回 。）

・他大学・機関からの相談に応じ，聴覚障害学生支援に関するＦＤ･ＳＤ及び情報保障者
養成のための講座等への講師派遣を行った（26回 。）

・通級指導教室へ難聴児への専門指導（７回）
・聾学校（特別支援学校）へ学校評議員として３回，講演・出張授業４回
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・県における認定講習２回
・補聴器など医療関係の研修会講演で２回
・難聴幼児通園施設職員研修講義で２回
・離島の難聴児に対する指導12回(うち遠隔10回)，教員支援15回（うち遠隔12回 ，保護）

者からの教育相談対応５回（うち遠隔３回）を実施。
・難聴学級への教育相談２件
・ノートテイカー養成・確保のための手段や聴覚障害学生のニーズヒアリング，支援体

制を確立していくための方法など，聴覚障害学生支援に関する種々の相談に応じて適
切なアドバイス・情報提供を行った（165件 。）

・他大学聴覚障害学生からの相談により，遠隔情報保障システムを用いて２大学・各週
１回の手話通訳・文字通訳支援を行った（計28回 。）

・他大学からの個別相談に関する対応（74件，うち講師派遣11件）
・遠隔情報保障システムを用いた他大学への情報保障支援の実施（静岡福祉大学・日本

福祉大学）
・音声認識による字幕提示システム実現のための情報保障者の支援ソフトウェアを開発

し，筑波大学の実験的な情報保障用に提供している。
・国内の聾学校では各地域毎に組織形態が異なり，分室や通級指導教室教員との連携が

難しい面が多々ある。基幹となる聾学校から専門的な知識や最新の情報，そして最新
のスキル等を遠隔地にある各分室等に円滑に提供するために，各組織の整備されてい
るインターネットを利用して，通信を行う様々なシステムが求められている。このよ
うなニーズに対応し，コミュニケーション指導等に関わる聾学校教員間のテレビ会議
システム等に関する技術支援を実施した。

・学年別に対応した漢字のみにかっこ付きで読みを自動的に付加して携帯電話に表示す
る携帯電話用学年別読み付きリアルタイム字幕提示システムを用い，離島の中学に通
学する難聴の生徒１名に対し，授業の情報保障として４回実施した。

〔諸外国の大学等との教育研究上の交流〕【64】 【64】
○留学生交流その他諸外国の大 ○留学生交流その他諸外国の大学等との 18年度に引き続き，国際交流協定を結んでいる大学や聴覚障害者のための国際大学連合

学等との教育研究上の交流に 教育研究上の交流に関する具体的方策 (PEN-International)を中心に教職員交流，学生交流，共同研究，インターネットやテレ
関する具体的方策 18年度に引き続き，国際交流協定を ビ会議システムの活用による情報交換等を積極的に推進し，海外の障害者高等教育機関
諸外国の障害者教育に係る 結んでいる大学や聴覚障害者のための との間で情報交換の充実を図った。

大学と国際交流を進める。 国際大学連合 を中 PEN-Internationalを通じてアメリカ合衆国で聴覚障害学生の支援を実施している講師(PEN-International)
また，国際交流協定締結大 心に教職員交流 学生交流 共同研究 ２名を招聘し，詳細なノウハウを学ぶとともに，第３回日本聴覚障害学生高等教育支援， ， ，

学等を中心に教員及び職員の インターネットやテレビ会議システム シンポジウムにおいてこの情報を広く発信した
交流を推進するとともに，留 の活用による情報交換等を積極的に推 保健科学部及び障害者高等教育研究支援センター視覚障害系では，大韓民国から３名の
学生の派遣・受け入れ，障害 進し，海外の障害者高等教育機関との 外国人受託研究員を受入れた 「視覚障害者の教育訓練及び就労支援システム 「視覚障。 」
者 国 際 大 学 連 合 間で情報交換の充実を図る。 害者における雇用創出と職業訓練課程に適応の方案 「日本における視覚障害者教育の実」

による 情と教授の方法について」等の研究課題達成のための指導を行った。(PEN-International)
学生交流，国際シンポジウ 鍼灸学専攻では，日本の鍼灸治療を学ぶために来日したバーレーン王国の女性医師を研

ムの開催等により，教育・研 修生として受入れた。また，国際交流委員会の活動の一環として，大学間協定校である
究に関する国際交流を推進す 中国の長春大学特殊教育院から学生１名，教員１名を招待し，両大学が行っている視覚
る。 障害者教育の指導法や鍼灸手技治療技術の交換を行い，今後の発展を図った。

〔国際貢献に関する活動・会議・研究会等〕【65】 【65】
○教育研究活動に関連した国際 ○教育研究活動に関連した国際貢献に関 引き続き，聴覚障害者のための国際大学連合(PEN-International)の構成大学として，

貢献に関する具体的方策 する具体的方策 アジア地域の聴覚障害者の高等教育に関する状況を把握し，支援の一環として，得られ
国際交流協定締結大学等と 引き続き，聴覚障害者のための国際 た情報の普及に努めた。特に，韓国や中国など，アジア地域の高等教育機関との連携を

の間で国際会議・研究会を行 大学連合 の構成大 充実させた。また，国内外で開催される国際会議への参加を積極的に推進した。(PEN-International)
うとともに，インターネット 学として，アジア地域の聴覚障害者の 保健科学部保健学科鍼灸学専攻では，日本財団の支援を受けて展開しているアジア医療
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等で障害者教育支援の範囲を 高等教育に関する状況を把握し，支援 按摩指導者ネットワーク（Asia Medical Massage Instructors Network(ＡＭＩＮ)）事
海外に広げる 平成18年には の一環として，得られた情報の普及に 業のための国内講師人材バンク（ＢＭＩＮ）第１回会議を開催した。各国から20名近い。 ，
本学においてアジア太平洋地 努める。特に，韓国や中国など，アジ 按摩技術指導者の登録メンバーが集まり，規約や事業計画などについて討議した。
域聴覚障害問題会議（ＡＰＣ ア地域の高等教育機関との連携を充実 第２回「アジア医療マッサージ指導者協議会 (ＡＭＩＮ)」会議を開催した。アジア諸
Ｄ2006 を開催するとともに させる。また，国内外で開催される国 国の視覚に障害のあるあん摩就労者をネットワークで結び，日本の教育システムと情報） ，
アジア地域の障害者高等教育 際会議への参加を積極的に推進する。 保障技術を通してあん摩・マッサージのレベルアップを目的としたもので 「医療按摩に，
機関との連携を強化し，支援 また，視覚障害学生高等教育支援ネッ よる視覚障害者の職業領域の拡大 - マッサージ業の発展に向けて-」をテーマにアジア
活動の充実を図る。国際的に トワークと筑波技術大学 情報・理数 地区10カ国から30名，日本からは約50名が参加して意見交換を行った。
も聴覚・視覚障害者教育支援 点訳ネットワークについても本格的な 「アジア医療マッサージ指導者協議会 (ＡＭＩＮ)」では，第２回海外講習会をカンボ
活動における中核的役割を果 活動を行いながら，ニーズの把握のた ジアで，第３回海外講習会をベトナムのハノイにおいて，第４回海外講習会をラオスの
たす。 めの有識者，視覚障害者，関係教育機 ビエンチャンにおいて，第５回海外講習会をモンゴルのウランバートルにおいて開催し

関等への訪問調査を継続する。 た。
18年度の世界盲人連合アジア太平洋

［国際シンポジウム開催］地域協議会第8回盲人マッサージセミ
ナー開催中に設立されたアジア医療マ 筑波技術大学創基20周年記念事業として，中国・韓国などのアジア姉妹協定校や機関の
ッサージ指導者ネットワーク（ 参加者を招き アジアにおける視覚・聴覚障害者の高等教育と就労 と題した第8回国際Asian 「 」

： シンポジウムを開催した。 Medical Massage Instructors Network
）を中心にアジア太平洋地域に シンポジウムは，東京晴海グランドホテルにて開催される第１部と，天久保キャンパスAMIN

おける医療マッサージ指導者育成のた 大学会館にて開催される第２部の構成で行った。第１部は視覚障害者の職業自立に関連
めの活動を積極的に推進する。 したもので，第２回ＡＭＩＮ会議として行った。

この第２回ＡＭＩＮ会議では，アジア14の国と地域の視覚障害をもつマッサージ師の代
表が集まり，筑波技術大学の推進委員会を中心として日本式あんまをアジアの視覚障害
者の職業として広めるためのネットワークを形成した。



- 61 -

筑波技術大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（3）その他の目標

② 保健科学部附属東西医学統合医療センターに関する目標

高度な専門性を有するとともに，患者の立場に立った医療を行える鍼灸中
臨床実習の場として充実するとともに経営の効率化を図る。期

また，東西医学を統合した研究と診療，施術を通して地域医療の向上に目
貢献する。標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

〔卒後教育〕【66】 【66】
（ ） ， ，○良質な医療人養成の具体的方 ○良質な医療人養成の具体的方策 社 日本東洋医学会における東洋医学の研修施設として 19年度前期に１名を受入れ

策 臨床実習及び鍼灸師の卒後教育につ 東洋医学の漢方専門医の指導を行った。
学生個々の能力や障害の程 いての評価の在り方について検討を行 臨床実習及び鍼灸師の卒後教育についての評価の在り方について検討し 「視覚に障害、

度に応じたより質の高い臨床 う。 をもつ医療系学生のための教育高度化改善事業」の検討を行った。
実習の在り方を検討し，患者
の立場に立った施術を行える

。 ，鍼灸師の養成を目指す また
鍼灸師・医療従事者の卒後教
育についても，その在り方の
検討を行う。

〔経営の効率化〕【67】 【67】
○医療サービスの向上や経営の ○医療サービスの向上や経営の効率化に 診療経費比率の低減化へ向けて，診療材料等の棚卸資産の在庫量をより適正化するため

効率化に関する具体的方策 関する具体的方策 の検討を行った。
需要の多い診療科目の診療 医療サービスの向上や経営の効率化

時間の延長等を検討するとと を図るため，経営協議会などの意見を
もに，地域の需要に応じた健 参考に，機能の充実を図るとともに，
康講座の開催や健康相談の実 効率的な運営の検討を開始する。
施など，患者サービスの向上
を図る。また，医療事務の効
率化を図る。

〔診療体制の充実〕【68】 【68】
○適切な医療従事者等の配置に ○適切な医療従事者等の配置に関する具 診療体制の充実，整備を図るために，欠員であった助教を11月1日付けで，また，診療

関する具体的方策 体的方策 体制を充実するため，新たな特任教員制度により特任教授１名を11月16日付けで採用し
地域医療機関としてより積 診療体制の充実 整備を図るための た。， ，

極的な役割を果たすため，医 学内支援体制を含む方策について検討
師・鍼灸師等の診療体制の強 する。
化や事務体制の整備など，患
者のニーズにあった診療体制
の充実，整備を検討する。

〔東西医学を統合した研究〕【69】 【69】
○東西医学を統合した研究と診 ○東西医学を統合した研究と診療，施術 ・血液透析患者の血液の抗酸化力の変動因子を明らかにし，異常を起こす患者が炎症を
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療，施術に関する具体的方策 に関する具体的方策 伴っていることを国際学会（スペイン）で発表した。
教育研究に係る診療の場と 東西医学の統合的診療を実践する医 ・酸化ストレスマーカーの新しい測定法によりポリフェノールの効果を人間で証明し，

して機能するとともに，西洋 療施設として 科学的に質の高い診療 国際学会で発表した。,
医学と東洋医学を統合した研 ・鍼灸治療，教育研究を行い，地域医
究と診療，施術を開発し，地 療への貢献を図る。
域医療に貢献する。



- 63 -

筑波技術大学

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項等

援を行った。１．教育方法等の改善

○一般教養教育の指導方法改善のための組織的取組状況 ○キャリア教育,就職支援の充実のための組織的取組状況
障害の特性に配慮した学習指導法を行い，少人数教育を実践し，幅広い教養 産業技術学部では，就職委員会が中心となって，企業訪問，企業向け大学説明

と専門的な職業能力を有する人材を育て，障害のある学生の社会自立を促進し 会，就職フォーラムへの参加等を通して，就職情報の収集や新たな就職先の開拓
た。自主学習への配慮として，全学的に各担当教員に対してはシラバスにおい に努めた。また，就職講演会，ハローワーク見学，就職模擬試験の充実，コミュ

， 。て事前・事後学習の必要性を明示するように指示した。各学期においても，ク ニケーション個別指導 面接準備指導等を通じて学生の就職活動支援を実施した
ラス担当教員，学科・専攻主任は単位取得状況や受講状況を確認し，学習指導 また，職場訪問やインターネットを介した相談活動，集中講座や出張講座による
を行った。専門の基礎となる授業科目（英語，数学，物理学）については，チ 就職後の支援や再教育（社会人学び直しプログラム）の場の準備により卒業生の
ューター制あるいはアドバイザー制を設けて個別指導を行った。 フォローアップと仕事を持つ障害者の支援を実施した。

保健科学部では，学科・専攻及び障害者高等教育研究支援センターから選出さ
れた教員から構成される就職委員会が中心となって，企業訪問，就職フォーラム○学部教育指導方法改善のための組織的取組状況

産業技術学部（聴覚部を含む）では 「聴覚部の教育活動に関する点検評価Ｗ への参加を継続し，就職情報の収集，職域開拓に努めるとともに，ハローワーク，
Ｇ」において 「学生による授業評価」を継続実施し，前年度データを各教員に 見学等を実施した。社会状況を見ると，障害者における職域開拓・拡大及び職場，
フィードバックするとともに，テクノレポートに掲載して外部に公表した。ま 定着の促進が鍼灸，理学療法，情報処理３学科ともに極めて重要であり，全国障
た 「ＦＤ・ＳＤ企画室」を新たに設置し，全学的なＦＤ・ＳＤの企画・実施を 害者雇用促進相談会など多くの機会をとらえて各方面への啓蒙・依頼活動が必要，
開始するとともに，若手教員の聾学校訪問など，教員の教授能力向上及び授業 である。特に全盲，重度弱視者は，その就労が極めて難しくなっており，以前に

。 ， ，改善を目的とする「ＦＤ」を実施した。 増して支援活動が必要となっている このような状況を踏まえ 保健科学部では
， ， ， 。保健科学部（視覚部を含む）では，授業評価委員会を設置し 「学生による授 19年度より本学卒業生を招き 就職活動や職場の実際について 講演を依頼した

業評価 「教員相互の授業公開 「ＦＤ」を実施し，評価データの各教員へのフ」 」
○課外活動の支援,学生の厚生補導のための組織的取組状況ィードバックを行うとともに，授業参観後のアンケート結果を授業改善の資料と

した。また，学生の評価に対する教員側の自己評価と改善計画書の提出及び評価 成績優秀者等の経済的支援ために，学費猶予，免除制度の活用を実施した。ま
結果の公表については検討中である。 た，各種奨学金に関する情報収集に努め，学生に提供するとともに，障害基礎年
20年度の本格実施を目標に，各部局に設けた「研究プロジェクト」を継続開催 金の受給手続きや補装具等の給付申請手続きなどについても広く相談支援に努め

し，教員の個人評価を進めるための「個人評価評点表」を作成した。その表を使 ている。
った試行調査を完了し，評価結果の活用に関する基本方針の検討を開始した。 授業料免除は，経済的理由により納入が困難でかつ学業成績が優秀な学生を対
学科・専攻内の教員全員で，学期毎の学生の学習状況や学習到達度，期末試験 象に毎年前期(４月)と後期(10月)に申請を受け付けている。この制度は当該年度

結果，授業内容等の定期的な情報交換を行うとともに，障害者高等教育研究支援 の予算の範囲内で決定しているが，19年度の前期分は基準内の学生全員が免除と
センター教員との間でも同様な情報交換会を実施した。 なるよう学生委員会で検討を行った。現行の経済的理由による授業料免除制度の

収入基準額等を見直し，より幅の広い学生に授業料の免除を行える制度に改正し
た。
また，４年制大学の学生を対象として新しく設けられた「成績優秀者授業料免２．学生支援の充実

除（年間 」について，１年次の入学試験成績結果を基に産業技術学部10名，保）
健科学部７名，また２年次においては，１年次の成績結果を基に産業技術学部10○学生に対する学習・履修・生活指導の充実や学生支援体制の改善のための組織
名，保健科学部７名を各教授会で決定した。的取組状況

産業技術学部では，電子メールによるレポート提出，インターネット教材の授 更に，学長表彰の被表彰者等に対する授業料免除制度を創設し，その第１号と
業への導入，電子掲示板を利用した授業の展開等，各種メディアを効果的に活用 してスポーツ分野において，その成果が特に顕著であった保健科学部学生１名を
した教育を進めた。 教授会及び学生委員会で審査し，19年度後期分授業料免除とした。
保健科学部の各学科及び障害者高等教育研究支援センターでは，ロービジョン

学生への支援に力を入れ，夜盲用の懐中電灯・拡大鏡・遮光レンズ等の学生への
貸し出しを継続して実施した。
保健科学部において授業で使用するコンピュータは，視覚障害学生でも容易に

ログイン可能なスマートカードによる認証を行った。弱視学生に対しては２台
の液晶モニタを設置して，全画面表示と部分拡大表示を同時に 全盲学生に対，

してはピンディスプレイと点図ディスプレイを設置して，点字と点図による支
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３．研究活動の推進 ○国際交流,国際貢献の推進のための組織的取組状況
引き続き，聴覚障害者のための国際大学連合(PEN-International)の構成大学

として，アジア地域の聴覚障害者の高等教育に関する状況を把握し，支援の一環○研究活動の推進のための有効な法人内資源配分等の取組状況
教育研究活動のうち戦略的な学内資源配分を行うため，19年度予算配分の基本 として，得られた情報の普及に努めた。特に，韓国や中国など，アジア地域の高

方針の策定及び当該方針に基づく資源配分を行った。 等教育機関との連携を充実させた。また，国内外で開催される国際会議への参加
教育研究基盤経費のうち約20％30,000千円を競争的研究資金として確保し，競 を積極的に推進した。

［国際シンポジウム開催］争的教育研究プロジェクト事業として本学が我が国唯一の聴覚・視覚障害者のた
めの高等教育機関であることに鑑み，これら障害者の教育の内容，方法及び支援 筑波技術大学創基20周年記念事業として，中国・韓国などのアジア姉妹協定校
等に関して７つの分野を課題として学内からプロジェクトを募集した。 や機関の参加者を招き アジアにおける視覚・聴覚障害者の高等教育と就労 と「 」
また，18年度の成果報告会を学内外の研究者等を対象に実施した。これにより 題した第８回国際シンポジウムを開催した。 

採択したプロジェクトには，中間報告の提出，成果報告会での発表を義務付けて シンポジウムは，東京晴海グランドホテルにて開催される第１部と，天久保キ
いるなど，経費を措置するだけでなく，公募・選考・報告（評価）という競争的 ャンパス大学会館にて開催される第２部の構成で行われた。第１部は視覚障害者
環境を整備した。 の職業自立に関連したもので，第２回ＡＭＩＮ(Asia Medical Massage Instruct
教育研究等高度化推進事業の教育研究等改革・改善事業として，30,000千円を ors Network)会議として行った。

学長裁量経費として確保した。対象分野として，年度計画を実施するために必要 ＡＭＩＮの第２回会議を東京で行い，アジア14の国と地域の視覚障害をもつマ
な政策的なプロジェクト等を重点的に募集し，書類審査のほか，ヒアリングを実 ッサージ師の代表が集まり，筑波技術大学の推進委員会を中心として日本式按摩
施するなどにより，予算を配分した。 をアジアの視覚障害者の職業として広めるためのネットワークを形成した。

○研究支援体制の充実のための組織的取組状況 ５．その他
教育研究基盤経費のうち，一定比率を競争的経費として措置し，本学の特色を

○他大学等との連携・支援踏まえた重点的研究プロジェクトへの研究資金の配分を優先的に行うことを継続
した。 18年度に引き続き，他大学等で学ぶ聴覚・視覚障害学生への質の高い学習支援
産業技術学部長，保健科学部長及び障害者高等教育研究支援センター長の各裁 や講演会，学会等への高度な情報支援サービスの提供が行えるよう，聴覚障害学

量経費の中から，各部局における重点研究への配分を継続実施した。 生に対する遠隔地からの手話通訳システムと要約筆記システムを統合した総合支
援システムの構築を進めた。
また，引き続き，聾学校，盲学校，難聴学級，通級指導教室等の支援に積極的４．社会連携・地域貢献,国際交流等の推進

に取り組むとともに，聾学校，盲学校，難聴学級，通級指導教室教員及び障害福
， ， 。 ，○大学等と社会の相互発展を目指し,大学等の特性を活かした社会との連携,地域 祉・医療関係者のニーズに応えた公開講座 講演会 研修会等を開催した また

他大学で学ぶ障害学生，その担当教員，保護者等からの視覚・聴覚障害に関する活性化・地域貢献や地域医療等,社会への貢献のための組織的取組状況
相談，教育相談の充実に努めた。

「 」 ， ，・ 科学技術週間一般公開 への参加し 保健科学部保健学科理学療法学専攻では
一般市民に対し車椅子の展示・乗車体験を行った。

・春日キャンパスでは，脳性まひ児の水泳教室を開催し，つくば市及び竜ヶ崎市
在住の脳性まひ児の訓練及び水泳技術の習得を図った。また，脳性まひ児のス
ポーツ教室を開催し，つくば市在住の脳性まひ児に適した体操及び訓練を実施
した。

・視覚障害者のための国際情報・機器＆サービス総合展として開催された「サイ
トワールド2007」に参加し，ポスター展示により保健科学部の概要と各学科・
専攻の教育内容の説明を行った。

・保健科学部保健学科では 「ねんりんピック茨城2007」(第19回全国健康福祉祭，
り)に協力参加した。つくばカピオでのソフトバレーボール交流会，茎崎公園で
のソフトテニス交流会のそれぞれの会場で，理学療法学専攻が「健康相談コー
ナー ，鍼灸学専攻が「マッサージコーナー」を担当した。マッサージコーナー」
では２日間で延べ400名の選手とボランティアに施術を行った。

○産学官連携,知的財産戦略のための体制の整備・推進状況
就職委員会の主催により「大学等を卒業した聴覚障害者の就労に関する産学官

連携シンポジウムを実施した。
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Ⅵ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅶ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
６億円 ６億円 該当なし

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の

発生等により緊急に必要として借り入れ 発生等により緊急に必要として借り入れ
することも想定される。 することも想定される。

Ⅷ 重 要 財 産 を 譲 渡 し 、 又 は 担 保 に 供 す る 計 画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する ○ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する
該当なし計画 計画

重要な財産を譲渡し，又は担保に供す 重要な財産を譲渡し，又は担保に供す
る計画はない。 る計画はない。

Ⅸ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○ 決算において剰余金が発生した場合は， ○ 決算において剰余金が発生した場合は，
教育研究の充実に充てる。 教育研究の充実に充てる。 該当なし

筑波技術大学
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Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備 予定額 財 源 施設・設備 予定額 財 源 施設・設備 決定額 財 源
の内容 （百万円） の内容 （百万円） の内容 （百万円）

国立大学財務・経営・天久保・春 総額
・小規模改修 総額 ６９ 国立大学財務・経営 ・小規模改修 国立大学財務・経営 センター施設費交付総額 15 日地区基幹 36.724

（ ）センター施設費交付 センター施設費交付 金・環境整備 15.000
（15） （バリアフ金 ６９ 金（ ）

リー対策）
工事他

注１ 金額については見込であり，中期目標を達成する 注１ 金額については見込であり，中期目標を達成する( ) ( )
ために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設 ために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設
備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修 備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修
等が追加されることもある。 等が追加されることもある。

注２ 小規模改修について１８年度以降は１７年度同額( )
として試算している。

なお，各事業年度の施設整備補助金，船舶建造費
， ，補助金 国立大学財務・経営センター施設費交付金

長期借入金については，事業の進展等により所要額
の変動が予想されるため，具体的な額については，
各事業年度の予算編成過程等において決定される。

○ 計画の実施状況等

老朽化や機能劣化に伴う施設設備の更新及び改善整備
筑波技術大学（天久保・春日）基幹・環境整備（バリアフリー対策）工事 19,404千円（施設整備費補助金）
筑波技術大学（天久保・春日）基幹・環境整備（バリアフリー対策）工事（その２） 2,320千円（施設整備費補助金）
筑波技術大学天久保地区校舎棟空調設備更新工事 11,235千円（ ）国立大学財務・経営センター施設整備費補助金

筑波技術大学天久保地区校舎棟空調設備更新工事（その２） 3,765千円（ ）国立大学財務・経営センター施設整備費補助金

平成１９年４月～２０年３月合計 36,724千円

筑波技術大学
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Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

教員については，公募制の拡充や他の障害者教育関連の 教員については，公募制の拡充を図る。
大学・研究機関等との人事交流を図る。また，事務職員等 また，事務職員等については，近隣の大学との連携の下 「Ⅰ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成する
については，近隣の大学との連携の下に採用・人事交流を に採用・人事交流を行う。 ための措置」Ｐ１３～１５，参照

， 。行うとともに 事務職員・技術職員等の質の向上に努める

（参考） 中期計画期間中の人件費総額見込み （参考１） １９年度の常勤職員数
８，１８１百万円 １８６人

（退職手当を除く） （参考２） 平成１９年度人件費総額見込み
１,８４９百万円
（退職手当を除く）

筑波技術大学
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（ 、 ）○ 別表 学部の学科 研究科の専攻等

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
(人) (人） （％）

産業技術学部
産業情報学科 ７０ １００７０
総合デザイン学科 ３０ ３１ １０３

保健科学部
保健学科 ６０ ５７ ９５
情報システム学科 ２０ ２１ １０５

合 計 １８０ １７９ ９９

○ 計画の実施状況等

各学部とも 定員充足率は範囲内（± ％）である。, 10

筑波技術大学



○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成１８年度）

○計画の実施状況等

（１）収容定員に関する計画の実施状況（各年度５月１日現在、学校基本調査と同数）を記載してください。
（２）学部・研究科の内訳（学科、専攻等毎）は記載しないでください。
（３）平成１９年４月現在の中期目標別表に記載されている教育研究組織毎に中期計画に記載されている収容定員の状況を平成１６年度から１９年度の各年度毎に作成してください。
（４）大学間交流協定等に基づく留学生等数（F）欄には、大学間交流協定等（学部間交流協定、研究科間交流協定）に基づく私費外国人留学生及び留学生のための特別コースに在籍する
　　私費外国人留学生の合計数を記入してください。
（５）平成１６年度から平成１９年度まで、各年度において定員超過率（K）が１３０％以上の学部、研究科等がある場合、それぞれの学部、研究科等ごとにその主な理由を各年度毎に記載
　　してください。
（６）学年進行中の学部・研究科等については、収容定員（A)欄は、中期計画に記載されている収容定員ではなく、入学定員に学年進行中の年次を乗じた数を記入してください。

収容定員
（Ａ）

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数

（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等

数（Ｆ）

0 0

休学
者数
（Ｇ）

0

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100

0

（人）

超過率算定
の対象となる
在学者数

（Ｊ）
【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

左記の収容数のうち

学部・研究科等名

50

留年
者数
（Ｈ）

0

（人） （人） （人）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

（人）

外国人
留学生数

（Ｃ）

（学部等） (人) （人）

50 50産業技術学部 00

0

収容数
（Ｂ）

0

（人） （人）

保健科学部 40 37 1 0 0 0 0 37 92.5%

（人）（人） （人） （人） （人）（研究科等） (人) （人）

（人） （％）

（人） （％）

100.0%

（人） （人）
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○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成１９年度）

○計画の実施状況等

（１）収容定員に関する計画の実施状況（各年度５月１日現在、学校基本調査と同数）を記載してください。
（２）学部・研究科の内訳（学科、専攻等毎）は記載しないでください。
（３）平成１９年４月現在の中期目標別表に記載されている教育研究組織毎に中期計画に記載されている収容定員の状況を平成１６年度から１９年度の各年度毎に作成してください。
（４）大学間交流協定等に基づく留学生等数（F）欄には、大学間交流協定等（学部間交流協定、研究科間交流協定）に基づく私費外国人留学生及び留学生のための特別コースに在籍する
　　私費外国人留学生の合計数を記入してください。
（５）平成１６年度から平成１９年度まで、各年度において定員超過率（K）が１３０％以上の学部、研究科等がある場合、それぞれの学部、研究科等ごとにその主な理由を各年度毎に記載
　　してください。
（６）学年進行中の学部・研究科等については、収容定員（A)欄は、中期計画に記載されている収容定員ではなく、入学定員に学年進行中の年次を乗じた数を記入してください。

（人） （人）

（人） （％）

（人） （％）

101.0%

（人） （人） （人）（研究科等） (人) （人）

0 77 96.3%

（人）（人）

保健科学部 80 78 2 0 0 1

00

0

収容数
（Ｂ）

0

（人） （人）（学部等） (人) （人）

100 101産業技術学部

学部・研究科等名

101

留年
者数
（Ｈ）

0

（人） （人） （人）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

（人）

外国人
留学生数

（Ｃ）

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100

0

（人）

超過率算定
の対象となる
在学者数

（Ｊ）
【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

左記の収容数のうち

0 0

休学
者数
（Ｇ）

0

収容定員
（Ａ）

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数

（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等

数（Ｆ）
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